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Ⅰ　はじめに
　民法599条は、当事者の死亡による使用貸借の終了につき、「使用貸借は、
借主の死亡によって、その効力を失う」として借主死亡に基づく使用貸借
の失効（終了）を定める一方、貸主側の死亡による終了の規定を置かない。
この規定ぶりを素直にみれば、民法は、使用貸借につき、借主死亡によっ
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て当然に終了するが、貸主が死亡した場合にはその相続人に貸主たるの地
位が承継されて契約関係は終了しない旨の立場を採用するものと読める。
しかしながら、文理に素直なこの解釈は、実務的に、あるいは学説上も、
問題なく受け容れられてきたわけではない。もとより立法当時の法典調査
会においても、条文のあり方そのものにつき疑義が呈され、議論が交わさ
れている１）。
　当事者死亡と使用貸借の帰趨という問題（以下、単に「本論点」ともいう）
に関する実務の現況をみてみると、例えば近親者間の使用貸借が、当事者
一方の死亡により従前とは異なる事情を抱えることとなって、契約自体の
帰趨を巡り遺族等との間で交渉が開始することは現在でも枚挙に暇がない。
交渉の結果、遂に合意に至らず、やむをえず裁判へと進むことも少ないと
はいえない２）。戦後の逼迫した住居環境を前提に情誼面から始まった多く
の使用貸借は、当事者の年齢あるいは建物の耐久年数といった観点から既
に一巡した感があり、それでもなお残っている（あるいはその後新たに設
定された）個々の使用貸借は、かつて以上に複雑多様な事情を抱えている。
それだけ緻密な思考が要求されるということでもあるが、にもかかわらず
599条の解釈や適用を巡る従前の議論は些か明晰性を欠くものであり、その
ことの影響か、裁判例の中には、はじめに結論ありきの判断と思われるも
のも存在する。599条という明文の存在を前提に、何が原則で、何が例外に
当たるのかを明らかに指し示す必要がある。
　次に、学説の観点から使用貸借の終了を巡る議論を通覧してみると、民
法597条を巡る議論には一定の量的蓄積を認めることができるが３）、599条
に関するそれは、少数の論者の手によるものが散見される程度であり、学
問的な蓄積の薄さが本論点に関する議論のあり方を不透明なものにしてき
た面があるように思われる。
　本稿は、当事者死亡と使用貸借の帰趨という標記論点につき、599条の条
文を検討の中心に据えつつ、その立法者意思（立法当時の仏・独の法制を
含む）並びに同条に関わる裁判例及び学説の各見地からそれぞれ検討を加
えた上で、問題点を整理し、新たな解釈手法を探ることを目的とする。
（なお、以下の引用文においては、旧字体を新字体に改めるとともに、適宜、
句点及び濁点を補った。また、判決文を引用する部分については、趣旨が
了解しやすいように、一部言葉を置き換えたり加削した箇所がある。）
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Ⅱ　立法期における議論
　１　法典調査会における議論
　まずは法典調査会における議論を振り返る。
　起草段階における使用貸借（第６節）の担当者は富井政章であったが、
富井は、604条案（現行599条）につき、冒頭次のように説明している。す
なわち、「本条ハ取得編第百九十六条４）ノ通リデアリマス。立法例ハ殆ンド
半々ニ分レテ居リマスガ此点ニ付テハ既成法典ハ最モ至当デアルト考ヘマ
ス。使用貸借ヲ為ス当事者ノ目的ハ相手方ニ対シテ何カ特別ノ事情ガアツ
テ貸スノデアリマス。其相続人ニマデ権利ガ及ブト云ウ意思ハ先ズ通常ナ
イモノト思ヒマスカラ必要ノ－規定デアラウト思フテ置キマシタ」５）。これ
に対して、他の委員らからは、２つの観点に基づき疑問が呈されている。
第１は、借主が死亡したとしても例えばその息子（相続人）を借主とすべ
き場合はないのかという観点からの疑問、第２は、貸主側死亡の場合であっ
ても使用貸借終了としなければ平仄を保ち得ないのではないかという疑問
である。いずれの疑問も借主死亡時に使用貸借が終了することの積極的根
拠を問うものといえる。
　第１の疑問については、高木豊三委員が、「例ヘバ自分ノ息子ニ使用サセ
ル為メニ五年間借リタ其時ニ一年目ニ親父ガ死ンダト云フトキモ効力ヲ生
ズルノデアリマセウカ」６）と質問したのに対し、富井は、「ソレハ仕方ガナイ、
仕方ガナイケレドモ其場合ハ多クハ親父ハ息子ノ代人ト言ヘルカ或ハ別段
ノ定トナルカ知ラヌ。別段ノ定ノ方デヤレヌノハ不注意ダ」と回答してい
る７）。高木の上記質問は、「自分ノ息子ニ使用サセル為メ」の意味付けが不
分明であり、些か答えにくいものではあったが、これに対する富井の回答
は、借主死亡ケースにおける使用貸借終了の根拠を明示するものにはなっ
ていない。父親が息子の代人（代理人等）と認められる場合に、使用貸借
の効果が息子に及ぶのは当然の事理であり、一方、使用貸借に関する規定
は任意法規と位置付けられるから８）、使用貸借契約締結時に別段の定めを
置けば、借主死亡後も契約を継続させうるのも自明のことというほかない。
こうした当たり前の事柄を述べてみても、借主死亡時に使用貸借が終了す
ることの積極的根拠は明らかにならない。
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　この点に関連して、長谷川喬委員は、「既成法典ニハ相続人ノ為メニ猶予
ヲ与ヘルト云フコトヲ定メテアリマスガ之ヲ御採用ニナラヌノハドウ云フ
訳デアリマスカ」と質問を続ける９）。これは、旧民法が、「借主ノ権利ハ其
相続人ニ移転セズ。但其相続人ガ当事者ノ意思ノ之ニ異ナルコトヲ証スル
トキハ此限ニ在ラズ。又其相続人ガ他ヨリ同種ノ物ノ使用ヲ得ル為メ裁判
所ヨリ返還猶予ノ期限ヲ受クルコトヲ妨ゲズ」（財産取得編196条２項）と
規定していたにもかかわらず、提案ではその後段規定が脱落していること
の趣旨を問うものである。この質問に対し、富井は、「ソレハ説明ヲ要スル
コトデモナイト思フテ説明シナカツタノデアリマスガ総テ裁判所ガ期限ヲ
与エルト云フコトハ本案ニ於テハズット前カラ極マツテ居ル特別ノ必要ガ
アレバ置キマスガ此場合ニ限ツテソレヲ置クノ必要ハナイト思ヒマスカラ
今日迄取リ来ツタ精神ニ依テ無論削除スベキモノデアラウト思ツタノデア
リマス」10）と、要するに必要がないから削ったと言うに等しい、にべもない
回答に終始している。以上をみれば、第１の疑問に関する法典調査会での
議論は、はじめに結論ありきの些か実を欠くものになっているといえよう。
　次に、第２の疑問につき、富井は、「使用貸借ト云フモノハ借主ニ付テ特
別ノ事情ガアツテ成立ツ契約デアル。借主ノ方デ学問ヲシタイガ本ガナイ
カラ本ヲ貸シテ呉レト云フ様ナ特別ナ事情ガアツテスル契約デアル。貸主
ノ方ニハ何モサウ云フ事情ハナイ。通常ノ義務ト同ジニ相続人ニ移ルガ当
然デアル。又何処ノ法律ヲ見テモ貸主ノ死亡ニ因リテ契約ガナクナルト云
フコトハ一ツモナイ」11）と述べている。この説明に対し、土方寧委員が、「死
亡ニ因リテ其効力ヲ失ナウト云フコトヲ本則ニシタノハ宜イガ詰リ両方共
応用ニナラナケレバナラヌト思フ。貸主ニ付テ特ニ恩恵ヲ与ヘルト云フノ
デアリマセウガ其人ガ死ネバ恩恵ノ意思ヲ相続人ガ受継グモノデアル。貸
主モ借主モ受継グモノデアレバドチラガ死ンデモ一方ガ死ネバ其使用貸借
ガ無クナルト云フコトニスルノガ当然ト思フ」12）と異論を唱え、借主・貸主
を問わず当事者のうち一方が死亡すれば使用貸借が終了する、との見解を
示している。梅謙次郎は、土方のこの見解に対し、「私ハ貸主ノ死亡ト云フ
コトニナツテハ不都合ト思フ。是レハ恩恵デハナイ是レハ貸主（ママ、正
しくは「借主」）ガ自身ニ使用スル契約ト本案デハ見テ居ル。左レバコソ第
三者ヲシテ使用セシムルコトヲ得ズ」「借主ガ死ネバ誰モ使ウコトハ出来ヌ。
ソレナラバ貸シテ置イテモ向フニ用ヲ為サヌカラ寧ロ返シタ方ガ宜イ。之
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ニ反シテ貸ス方ハ貸シテアル場合ハ自分ノ相続人ト雖モ使ヘナイコトハ知
レ切ツタコトデアル」と反論する13）。しかしながら、尾崎三良委員も土方
に同調し、「使用貸借ハ当事者ノ一方ノ死亡ニ因リテ其効力ヲ失フ」との修
正案を提案するに至る14）。結果、箕作麟祥議長が決を採り、尾崎提案に係
る上記修正案は、起立者少数で否決されている15）。
　２　立法担当者の「使用貸借」観
　第１の疑問点に対する富井の回答が内容乏しく感じられるのに対し、第
２の疑問に関する梅の反応には興味深いものがある。梅をはじめとする立
法担当者が認識する、使用貸借の姿がそこに顕現しているからである。そ
れでは、立法担当者（とりわけ梅）が使用貸借に対して抱いていたイメー
ジとはいかなるものであったか。些か粗いスケッチにはなるが、その特徴
を次の３点にまとめることができる。すなわち、①目的物について（不動
産を排除しないものの）動産を理念型とし、貸借期間を比較的短期のもの
と認識していたこと（サイズの小さい契約）16）、②一方で、貸主が一定期間
借主に目的物を貸与しその返還を随時求め得ないことを貸主の義務あるい
は借主の権利と捉えていること（双務契約に準ずる性質）17）、③無償性とい
う特質から、使用の主体を借主に限定し、第三者の使用を許容しないこと
（権利者＝使用者の固定）18）、の各点である。そして、上記①から③までの
特徴のうち、第１の疑問点に深く関わるのは、③である。梅は、599条につ
き、後に「…蓋シ使用貸借ハ常ニ無償ニシテ特ニ借主一身ノ利益ノ為メニ
之ヲ為スモノトセザルベカラズ。加之第594条第２項ニ拠レバ借主ハ第三者
ヲシテ物ノ使用､収益ヲ為サシムルヲ得ザルヲ本則トス。今借主ノ死亡ノ場
合ニ於テ使用貸借猶ホ存続スベキモノトセバ勢ヒ借主ノ相続人､物ノ使用､
収益ヲ為スベキモノトセザルコトヲ得ズ。是レ第594条第２項ノ原則ニ反ス
ルモノト謂フベシ。是レ本条ノ規定ヲ設ケタル所以ナリ」と叙述してい 
る19）。第三者の使用を許容しない以上、借主の死亡により使用貸借は終了し、
原則として相続人に対する承継を認めない趣旨と解される。
　因みに、富井は、後に東京帝国大学法科大学の講義（明治45年）において、
「…使用貸借ハ無償ニテ使用収益ヲナサシムルモノナリ、貸主ハ某氏ナルコ
トニ着眼セザルベカラズ。故ニ貸主ノ承諾ナキトキハ第三者ヲシテ使用収
益ヲナサシムルコトヲ得ズ」「使用貸借ハ恩恵的ノモノナリ。即チ借主其人
ニ着眼シタルモノナリ。相続人ニ其ノ利益ヲ受ケシムルハ、通常当事者ノ
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意思ニアラズ。故ニ借主ノ死亡ニヨリテ其ノ効力ヲ失フ（第599条）」と述
べており20）、立法期から十数年を経て、上記③の点に関する立法担当者の
考えに変動は認められない。
　３　立法当時における仏・独の法制
　ここで、わが国の立法期にあって参照された、本論点に係る仏・独の法
制を瞥見する。
　まずはフランス民法（1804年）の規定をみてみるのに、その1879条は、
「使用貸借により生ずる義務は貸与したる者及び借り受けたる者の相続人に
移転す。
　然れども借主を考慮して其の者に対してのみ貸与せられたる場合に於て
は其の相続人は貸借の目的物の使用収益を継続することを得ず」21）とする。
　これに対して、ボワソナード起草に係る旧民法の規定は、既述のとおり、
借主の権利は相続人に移転しないことを原則とし、但し相続人の側から当
事者の意思がこれと異なるものであることを証明した場合はこの限りでな
い（財産取得編196条２項前段）としており、フランス民法の前記規定とは、
原則と例外を逆転させたものになっている。
　次に、ドイツ民法第１草案（1888年）は、その557条において、
「貸与人は左の場合に於ては将来の為め契約より脱退することを得
第１　 若し借受人が物に付き契約に背戻せる使用を為し殊に第三者に使用
を委付して使用を為すとき又は若し借受人が自己の担任する注意を
怠りて物を著しく危険ならしむるとき
第２　 若し貸与人が予知す可らざる情況の結果に於て自己に物を要すると
き
第３　若し借受人が死亡するとき」22）とする。
　ドイツ民法第１草案理由書は、特に同条第３号につき、「…近時ノ諸法典
ニ於ケル如ク使用貸借ハ借受人ノ死亡ヲ以テ終止スル旨ヲ規定スルコトハ
疑団アリ（中略）蓋シ斯ル規定ヲ設ケナバ借受人ノ相続人ハ即時ノ返還ヲ
為スノ義務ヲ担任シ即チ其物ヲ使用スルコトヲ見合ハセ殊ニ其使用ノ為メ
責任ヲ有スベキガ如キ結果ヲ生ズルニ至ラン。尤モ許多ノ場合、就中貸与
人ガ契約取結ニ際シ借受人自身ヲ主トシタル場合ニ於テハ相続人ヲシテ使
用ノ権利ヲ得セシメザルコト適当ナルベシ（仏国民法第1879条参看）。然ル
ニ是レ欠缺アル使用権ヲ通例契約ノ包有事項ニ従ヒ判然セシムベキ場合ナ
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リ。又借受人ノ相続人ニ各使用権ヲ常ニ許与セザルコトノ苛酷ナル場合
往々之レアリ。因テ疑惑アルニ方リ総テノ場合ノ為メ標準ト為ルベキ整理
上ノ例規ヲ設ケント欲スルトキハ折衷主義ヲ執リ貸与人ニ脱退権ノミヲ付
与スルコト適当ナラン」と説明している23）。
　使用貸借の当事者死亡について、フランス民法が、貸主・借主双方の死
亡につき相続承継を認めつつ、一方で借主限定の使用貸借においては借主
死亡の場合に承継を認めない、という立場を採っているのに対し、ドイツ
民法草案は、借主死亡の場合一般につき貸主の契約脱退（第２草案におい
ては解約告知）24）を許与する、という立場を採用した。フランスの立法では、
借主限定の有無によって相続承継のいかんが左右されるという大きなブレ
があるが、そうした立法主義を選択するよりも、貸主意思に基づき相続承
継を排除しうる使用権の存在を典型契約中に明記すべき、とするのがドイ
ツ法の基本発想と思料される。
　そうして、この点に関するわが国の立法は、フランス法の規定（及びこ
れとは原則・例外を逆転させた旧民法）並びにドイツ民法草案よりも使用
貸借の拘束力を緩めて、端的に借主死亡によって使用貸借が失効するとい
う規定ぶりを採用したものであった。わが民法起草者が、かかる選択を敢
えてしたことの意味が玩味されるべきである。
Ⅲ　裁判例の検討
　１　全体的な特徴
　使用貸借の終了に関わる裁判例は、公刊物に登載されたもののみを取り
上げても相当多数に及ぶ。件数としては597条に関するものが多いが、本論
点に関するものも散見される。
　ところで、使用貸借は無償契約であり、当事者が典型契約中の使用貸借
契約を締結しているとの自覚に乏しく、契約書等が作成されることはむし
ろ少数派である。したがって、裁判例では、まずは借主側の占有権原を使
用貸借と同定する法的評価が行われ、かかる法的性質決定（法性決定）が
された後に、借主（あるいは貸主）の死亡と使用貸借の帰趨が論じられる、
という構成になっているものが多い。
　既に述べたとおり、民法599条が任意法規であることは、立法期からほぼ
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争いのないところであり、したがって、同条の適用いかんは、使用貸借成
立時又はその後における当事者の合理的意思解釈により左右される、優れ
て事例的な問題ということも可能である。最高裁がこの問題について指導
的な判例を定立することなく、あくまで事例的な判断を示すに止まり、下
級審の裁判例も同様に事例判断を集積してきたのも、こうした事情（問題
の性質）が影響しているものと解される。
　以下、本論点に関わる個別の裁判例を瞥見する。
　２　個別の裁判例
⑴　最２小判昭和32年８月30日裁集民27号651頁（建物明渡請求事件）❶
　被上告人の先代が、戦争当時住居に窮していた上告人の亡夫の窮状を哀
れみ、本件建物を無償で使用させることとし、それ以後上告人一家が居住
するようになったが、亡夫死亡後の昭和28年８月に至り被上告人が上告人
に対して本件建物の明渡しを求めたという事案である。原審は、借主の本
件建物に対する占有権原を使用借権と位置付けた上で、この使用貸借は明
渡しの申入れによって終了したものと判断した。最高裁は、原判決につい
て、「上告人の亡夫死亡後における本件使用貸借は返還の時期又は使用及び
収益の目的を定めざりしものであって、貸主は何時にても返還を請求する
ことができるものと解したのであることは判文上推認するに難くないから
原判決には、所論の如き使用貸借に関する民法597条の解釈を誤った違法も、
理由齟齬の違法もない」と判示し、上告を棄却した。
⑵　東京地判昭和39年５月25日下民集15巻５号1144頁（建物収去土地明渡
請求事件）❷
　学校法人の理事長である原告が、自身の父親に対し、その孫娘の通学上
の利便のための建物建築目的で、学校用地の一部である本件土地（学校法
人・原告ほか１名の共有）を貸し渡した。上記建物の竣工前に父親が死亡
し、その子である被告Ａが建物を完成させ、被告の娘２名（亡父の孫娘ら）
が同建物に居住して上記学校に通学し、数年後には卒業して本件家屋を退
去した。原告は、上記の貸借関係を使用貸借と位置付けた上で、それが父
親の死亡により終了したこと等を主張して、本件土地上に家屋を所有する
被告Ａ及び同建物に居住する被告Ｂに対し、建物収去（退去）と土地明渡
しを求めた事案である。裁判所は、この土地使用関係を上記孫娘の通学用
宿舎を建設するための使用貸借と評価し、原告は亡父死亡後も同人に対す
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る情誼から被告Ａにおいて家屋を竣工させ土地の使用を継続することを承
認したものと認められるとした上で、本件土地使用貸借は、（亡夫の死亡で
はなく）孫娘らが上記学校を卒業するとともに約定の使用目的に基づく使
用収益を終了した等と判示し、原告の建物収去（退去）土地明渡しの請求
を認容した。
⑶　仙台高判昭和39年11月16日下民集15巻11号2725頁（墓石収去土地明渡
等請求控訴事件）❸
　寺院（控訴人）が所有する土地につき、近隣住民の墓所用地として無償
使用がされてきたところ、代替わりした住職が、墳墓を有する一部の者に
賃貸借契約を締結するよう要求し、これに応じなかった被控訴人らに対し
て墓地収去と土地明渡しを求めたという事案である。裁判所は、「土地を墓
所として使用するための使用貸借においては、墳墓の永久性からいって、
特段の事実がない限り、一般に民法599条の適用を排除する特約が存するも
のと解すべきであるから、たとい右使用貸借が被控訴人らの先代らが借主
となって締結したものであっても祖先の祭祀を主宰する被控訴人らにおい
て右使用貸借に基く本件係争墓地の使用権を承継したものと解すべきであ
る」とした上で、寺院（控訴人）からの契約解除の主張について、「墳墓の
存置を目的とする墓地の使用貸借は、特に返還時期の定めがあったことを
認められない本件においては、墳墓が存置せられてある限り契約に定めた
目的による使用貸借を終わらないものと解すべきは当然であるから、民法
594条３項等一定の解除事由がない限り貸主は一方的に使用貸借契約を解除
することができないこともちろんであり」、寺院（控訴人）による解除の効
力を認めることができないとした。
⑷　大阪高判昭和55年１月30日判タ414号95頁（建物収去土地明渡、同反訴、
所有権移転登記手続請求控訴事件）❹
　建物所有目的による土地の使用貸借において、当初の借主（Ａ）及びそ
の相続人（Ｂ）が順次死亡し、被控訴人がＢの遺産分割協議によって建物
を取得し居住している場合における使用貸借の帰趨いかんが問題とされた
事案である。裁判所は、「建物所有のための宅地の使用貸借の終期は、建物
の所期の用途にしたがって使用を終わった時であると解されるから（民法
597条２項、大判昭13・３・10法学７巻949頁）、このような場合、建物の使
用が終わらない間に借主が死亡しても、特段の事情のないかぎり敷地の使
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用貸借が当然に終了するものではない。けだし、借主の死亡による使用貸
借の失効を定める民法599条は、使用貸借が借主その人を考慮してその人に
対してのみ貸与される場合が多いことを念頭において当事者の通常の意思
を推定した任意規定であるが、そのような個人的考慮を重視すべきでない
建物所有を目的とする敷地の使用貸借について同条をそのまま適用するの
は当事者の通常の意思に反するからである」と判示し、上記Ｂの死亡によ
り使用貸借は失効した旨の控訴人の主張を排斥した。
⑸　東京地判昭和56年３月12日判時1016号76頁（建物収去土地明渡請求事
件）❺
　当初借主が、自己及びその家族の居住用建物の所有を目的として甥から
土地を使用貸借により借り受け、当該土地上に建てた建物に妻子とともに
居住していたところ、当初借主の死亡後もその家族の一部が同建物で生活
を続け、現に当初借主の子１名とその夫（Ａ）とが建物に居住している場
合において、上記甥から貸主としての地位を承継した原告が、当初借主の
死亡によって使用貸借は失効した等主張し、建物の共有者である被告らに
建物収去土地明渡し（共有者でない上記夫に対しては建物退去土地明渡し）
を求めたという事案である。裁判所は、「建物所有を目的とする土地の使用
貸借においては、当該土地の使用収益の必要は一般に当該地上建物の使用
収益の必要がある限り存続するものであり、通常の意思解釈としても借主
本人の死亡により当然にその必要性が失われ契約の目的を遂げ終わるとい
うものではないから、本件のような建物所有を目的とする土地の使用貸借
につき、任意規定・補充規定である民法599条が当然に適用されるものでは
ない。そして、前記のとおり、Ａ（上記夫）以外の被告らは相続により本
件建物を共有するに至ったものであるから、これと同時に本件土地の使用
借権をも相続したものと認められ、また、右認定の事実に見られる本件土
地・建物の使用状況からすれば、本件においては、いまだ本件土地の使用
収益に必要な期間が経過したものと認めることはできない」として、原告
による使用貸借失効の主張を排斥した。
⑹　神戸地判昭和60年７月31日判タ567号224頁（建物収去土地明渡請求事
件）❻
　権利能力なき社団である墓地協会（原告）の管理人が、大正年間の初頭
ころ墓参者の休憩所兼墓地番人の居住用物件としての建物建築を被告の
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前々主に許可し、以て建物敷地である本件土地の貸借関係が生じていた（そ
の後に借人の地位は原告の承諾を得て前主に承継）ところ、原告が、この
貸借関係を使用貸借と位置付けた上で、前主死亡によって使用貸借は終了
したとして、被告に対し前記建物の収去と土地明渡しを求めた事案である。
被告は、上記貸借関係が賃貸借であると主張したが、裁判所は、前記建物の、
既述のように限定された用途のほか、前主が原告に支払ってきた金員（昭
和40年当時年2000円、その後昭和53年まで年4000円、昭和54年から昭和58
年まで年6000円）は、当時の経済事情、近隣の賃料と比較して著しく廉価
であり、原告管理人は、本件土地使用に対する謝礼の意味に解して受領し
ていたこと等の事情を指摘し、この貸借を使用貸借であるとし、前主が昭
和58年４月12日死亡したことに基づき、この使用貸借は民法599条により効
力を失ったとして、原告の請求を認容した。
⑺ 　東京高判昭和61年７月30日判時1202号47頁（建物収去土地明渡請求控
訴事件）❼
　事業を営みながら逐次不動産を購入し財産形成をしていた女性（Ａ）が、
取得した不動産を２人いる養女らに適宜分け与え登記名義人としていた。
そうして、うち一方の養女（Ｂ）には本件建物（貸屋）を取得させ、その
建付地も無償で使用させるが、当該土地自体はもう一方の養女の子（当時
９歳、控訴人）名義で登記するという差配をしていたところ、昭和51年に
Ａが、翌年にＢがそれぞれ死亡し、その夫及び養子（被控訴人ら）が本件
建物を承継取得してから６年余りが経過した時点で、控訴人から被控訴人
らに建物収去土地明渡しの請求がされたという事案である。裁判所は、「控
訴人が２番10 の土地を取得すると同時にＢとの間に本件土地の使用関係が
生じたことになるが、その性質は、親族間のことでもあって判定しにくい
けれども、これを使用貸借と認めるのが相当であり」「Ａが控訴人の親権者
を代理し、Ｂに対し本件建物所有を目的として期間の明示なく無償使用を
認めた関係になる」「本件使用貸借は、一応本件建物所有の目的であるが、
民法597条２項の趣旨及び賃貸借との対比を考えると、本件建物が腐朽・消
滅するまで継続すると解するのは相当ではなく、ただ相当期間本件建物を
存置するというものであるといわざるを得ない」「右のような目的の場合も、
借主の死亡による使用貸借終了（民法599条）を排除しないと解すべきであ
るから（相続人にも貸与する旨明示の約定があれば別と考えられるが、本
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件ではそのような事実は認められない。）、Ｂが昭和52年３月29日死亡した
ことにより一旦終了すべきところ、その後もＢを相続した被控訴人らが本
件建物を存置、所有することに控訴人が異議を述べなかったと認められる
から、引続き前同様の使用貸借関係が控訴人と被控訴人らとの間に黙示的
に生じたもの」であると当事者間の法律関係を整理した。その上で裁判所
は、本件建物が貸家であってＢ取得当時から借家人が居住していたもので
あるが、昭和58年６月に借家人が退去してその後は空家状態であること、
被控訴人らも１回だけ管理のために本件建物に宿泊した程度であること、
Ｂの本件土地の借用から25年（被控訴人らの借用からでも６年余）が経過
していること等の事実を認め、本件建物所有の目的は上記借家人の退去と
ともに完了し、被控訴人らが本件土地を使用収益するに足りる期間を経過
したものといわなければならないとした。結論として、本件使用貸借が既
に終了し被控訴人らは本件土地の占有権原を失った旨判示し、控訴人の再
抗弁を認めた。
⑻ 　東京地判昭和62年８月28日判時1278号97頁（建物収去土地明渡等請求
事件）❽
　本件の土地及び同地上の建物につき、建物については父（Ａ）の、土地
については子（Ｂ、中国籍）の各名義で購入され、昭和22年５月ころには
ＢからＡに対し、建物所有目的、期限の定めのない使用貸借として本件土
地が貸し渡され、建物内でＢとその母とが居住を開始した。しかし、昭和
23年ころになってＡが婚姻外の女性とその子ら（以下、併せて婚姻外母子
という）をも当該建物で同居させるようになり、昭和28年10月にＢが中国
本土に帰国し、昭和29年12月にその母が死亡した後も婚姻外母子が当該建
物で生活を続けていた。その後、昭和51年にＢが、昭和53年５月にはＡが
それぞれ死亡したところ、Ｂの相続人が、借主Ａの死亡によって本件土地
の使用貸借は終了しているなどとして、婚姻外母子及び建物共有者らを被
告として建物収去（単なる建物占有者に対しては建物退去）及び土地の明
渡しを求めた事案である。裁判所は、Ａ死亡を前提に、「特段の事情がない
限り、民法599条により本件使用貸借契約は効力を失ったというべきであ
る」「もっとも、被告は、貸主たるＢにおいて借主Ａの他に現実の使用者と
して（中略）（婚姻外母子）が別にいることを認識し、かつこれを許容して
いたのであるから、このような場合には、借主が死亡しても民法599条の適
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用はない旨主張する。しかしながら、そもそも使用貸借は貸主と借主との
間の信頼関係に基礎を置くものであり、それだからこそ民法599条は、借主
の死亡をもって使用貸借の終了原因と定めているものであるところ」「本件
使用貸借はＢとＡとの間の親子関係に基づいて成立したものであって」婚
姻外母子との間の身分関係ないしは信頼関係に基づいて成立し、継続して
きたものではないこと、婚姻外母子は「後に本件建物の一部に同居したも
のであるが、Ｂから本件土地そのものの直接の使用者として許容されたも
のではないことが窺われる上、その後、Ｂないしはその相続人と婚姻外母
子との間に使用貸借の継続を基礎付けるに足りるような信頼関係が成立し
たことを認めるに足りる証拠もない」ので、「本件使用貸借は借主Ａ死亡に
より既に失効したものであり、被告らにおいてこれを援用するに由ないも
の」と判示し、原告の（占有権原消滅の）再抗弁を認めた。
⑼　東京地判平成元年６月26日判時1340号106頁（家屋明渡請求事件）❾
　建物所有者（原告）が、経営する問屋の従業員にして妹Ａの夫でもある
Ｂに対し、親族間の情誼に基づき、自己の所有する本件建物を無償で貸し
渡した。Ｂが昭和43年ころ原告と仲違いをして問屋を辞め、さらに昭和49
年12月に死亡した後も、妹Ａ及びその長男（被告）が本件建物に居住を続
けていたところ、高齢になり、事業を廃して本件建物の敷地を貸駐車場に
すべく企図していた原告から被告に対し、本件建物の明渡し請求がされた
事案である。裁判所は、「本件建物の使用貸借は、右にみたように原告にお
いてＢの妻Ａが自己の妹であることからその住居を確保する必要があると
の配慮から認めたものであるから、このような配慮が必要と認められる事
情の存する限り、民法599条の規定にかかわらず、右使用貸借契約はＢの死
亡によって直ちに終了するものではないというべきである」「長男である被
告はＢ死亡の当時24歳であっていまだ一家の生活を支えるに足る十分な資
を得る年齢に達していなかったことが認められ」「Ｂ死亡の当時、Ａ及び被
告らにおいて居住のためなお本件建物の使用を継続すべき必要があり、原
告による前記のような配慮を肯認すべき事情がいまだ存していたとみるの
が相当である。そうすると、本件建物の使用貸借契約はＢの死亡によって
も終了しなかったものというべきである」とした。その上で、本件口頭弁
論終結時において使用貸借開始から約40年が経過していること、被告が既
に39歳となって妻帯し、会社員として稼働しながら本件建物に母（Ａ）と
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一緒に居住しているのに対し、原告が70歳を超え、問屋の営業を続けてい
くことが困難になっていることなどを勘案し、遅くとも口頭弁論終結時に
は、本件建物の使用貸借はその目的に照らし使用収益をなすに足るべき期
間を経過して終了したものと認め、原告の建物明渡請求を認容した。
⑽ 　東京地判平成５年９月14日判タ870号208頁（建物収去土地明渡請求事
件）
　兄（Ａ）から弟（Ｂ）に対し、本件土地①の所有権に基づき同地上の建
物の収去及び土地明渡しが求められ（第１事件）、他方、ＢからＣ社（代表
者Ａ）に対し、本件土地②の所有権に基づき同地上の建物（Ｃ社工場）の
収去及び土地明渡しが求められ（第２事件）、両事件が併合審理された事案
である。いずれの事件においても各被告側は土地の使用借権を占有権原と
する抗弁を相互に提出し、これに対して、土地の使用収益を終え、又は使
用収益に足るべき期間を経過した旨の再抗弁が提出され、第１事件におい
ては、当初借主であったＡ・Ｂの父母の死亡による使用貸借の終了が主張
されている。裁判所は、「土地に対する使用貸借契約がその敷地上の建物を
所有することを目的としている場合には、当事者間の個人的要素以上に敷
地上の建物所有の目的が重視されるべきであって、特段の事情のない限り、
建物所有の用途にしたがってその使用を終えたときに、その返還の時期が
到来するものと解するのが相当であるから、借主が死亡したとしても、土
地に関する使用貸借契約が当然に終了するということにはならない」「本件
各使用貸借契約は、敷地上に建物を所有する目的、あるいは第三者に建物
を所有させて利用させるために成立したものであり、現在も土地上に建物
が存続し、あるいは第三者が建物を所有して土地を利用しているのである
から、建物使用が終了し、あるいは、第三者の建物所有の用途が終了した
ものとは認められないことに加え」、Ａ・Ｂの父母が使用貸借上の地位をＢ
に相続させる旨遺言し、また、Ａ・Ｂを含む相続人間では第１事件の使用
借権がＢに存することを前提として遺留分減殺請求を巡る争いがされてき
たこと等の事情に照らすと、本件使用貸借契約は、Ａ・Ｂの父母の死亡に
よっては終了していないとしてＡのＢに対する建物収去土地明渡請求を棄
却した（なお、裁判所は、第２事件におけるＢの請求についても、Ｃ社工
場が存続する限り使用貸借は終了しないとして棄却している。）。
⑾ 　東京地判平成７年10月27日判タ910号167頁（建物収去土地明渡請求事
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件）
　土地所有者であるＡ（原告）が、妹Ｂ（被告）の夫Ｃに建物所有の目的
で本件土地を無償で貸与していたところ、Ｃ死亡後に、第一次的に借主死
亡により本件使用貸借は終了した、第二次的に使用収益をなすに足るべき
期間が経過したとして、建物所有者Ｃの相続人ら（Ｂ及びその子）を被告
として建物収去及び土地明渡しを求めた事案である。裁判所は、「民法599
条によれば、使用貸借は借主の死亡によってその効力を失うと規定すると
ころであるが、先に認定したとおり、本件土地の使用貸借はＣと被告ら家
族の居住を確保するために行われたものであること、借主はＣであるとは
いえ、妻が原告の妹であるという関係から無償の使用貸借を得られたので
あり、いわば被告Ｂを介して使用貸借をするに至る特別な関係が成立して
いることなどの事情を勘案すれば、本件土地の使用貸借については右条項
は適用されない」とした上で、本件土地が原告の老後の生活設計（計画）
において重要な要素になっていること、原告が被告Ｂに協力を求めて本件
土地の明渡しを求め、その代償として1000万円程度の金銭の支払や代替住
居の提供を申し出ても被告Ｂがこれを拒絶したこと等の事情に照らし、既
に使用収益をなすに足るべき期間が経過したものとして、原告の請求を認
容した。
⑿ 　東京高判平成13年４月18日判タ1088号211頁（建物明渡等本訴・建物所
有権確認反訴請求控訴事件）
　亡Ａは、亡Ｂの実子ではないが、親子同然の生活を送り、昭和26年に本
件建物が亡Ｂによって建てられた後も長く同居していた。亡Ａは、一時家
を出た時期もあったが、昭和44年ころには本件建物に戻り、翌年再婚した
Ｃ（控訴人）及びその子Ｄ（控訴人）も加わって、平成５年９月に亡Ｂが
本件建物を出て娘と同居を開始するまで、本件建物での同居生活が続いた。
その後、亡Ｂが平成８年に、亡Ａが平成９年にそれぞれ死亡し、亡Ｂの相
続人ら６名（被控訴人ら）がＣ・Ｄ（控訴人ら）に対し、本件建物の明渡
し等を求めた事案である。裁判所は、亡Ａと亡Ｂとの間で明示の使用貸借
契約が締結されたことを認めるに足りる証拠はないが、平成５年９月に亡
Ｂが本件建物を出て行ったころの時点において亡Ｂと亡Ａの間に黙示的な
使用貸借の合意ができた、とした。その上で、「民法599条は借主の死亡を
使用貸借の終了原因としている。これは使用貸借関係が貸主と借主の特別
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な人間関係に基礎を置くものであることに由来する。しかし、本件のよう
に貸主と借主との間に実親子同然の関係があり、貸主が借主の家族と長年
同居してきたような場合、貸主と借主の家族との間には、貸主と借主本人
との間と同様の特別な人的関係があるというべきであるから、このような
場合に民法599条は適用されないものと解するのが相当である」「そうする
と、控訴人らは、亡Ａから使用貸借契約の借主としての地位を相続により
承継し、他方、被控訴人らは亡Ａから使用貸借契約の貸主としての地位を
相続により承継したものというべきである」と判示し、控訴人らの占有正
権原を認め、被控訴人らの請求をいずれも棄却した。
⒀ 　東京高判平成25年９月27日判タ1393号170頁（建物収去土地明渡等請求
控訴事件）
　被控訴人らが共有する本件土地上に控訴人所有の本件建物が存在してい
たところ、被控訴人らが控訴人に対し、本件土地の所有権に基づく妨害排
除請求として、本件建物の収去と本件土地の明渡しを求めた事案である。
控訴人は、本件土地所有権の時効取得のほか、地上権又は使用借権の取得
若しくは時効取得を主張したが、原審はこれらの主張を総て排斥して被控
訴人らの請求を認容し、控訴人が不服として控訴した。裁判所は、被控訴
人らの先代（兄）が、昭和43年10月に国有地の払下げを受けた時点で、控
訴人の先代（弟）が同土地上に本件建物を所有しており、これを継続して
所有させるため、当該土地のうち本件建物の敷地部分である本件土地を弟
に無償で使用させることとし、これによって両名間に使用貸借が成立した
と認定し、ただし、この使用貸借は、借主である弟が平成５年６月死亡し
たことに基づき民法599条の規定により失効したとした。その上で、このよ
うな法律の規定を知らない控訴人は、先代の使用借権を相続により承継し
たものと考えて本件土地の占有を開始し、被控訴人らの先代及び被控訴人
ら自身も平成22年６月の建物収去土地明渡しの要求に至るまで、当該請求
も使用収益の対価の支払を求めることもなかったもので、控訴人について
は、先代の死亡日以降、「使用借権者と同等の使用収益が外形的事実として
存在し、かつ、その使用収益は本件土地の借主としての権利行使の意思に
基づくものであると認められ、控訴人は、この状況の中で、本件建物につ
いて敷地の使用借権があるものと信じ、そう信じることに特段の過失がな
く占有を開始し、本件建物の敷地である本件土地を使用借人として10年間
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占有を継続してきたものであるから、これによって、本件土地の使用借権
を時効取得した」として、原判決を取り消し、被控訴人らの請求を棄却した。
　３　考察
⑴　前記各裁判例にみられる判旨等を整理したものが、末尾別表である。
　使用貸借の目的物が建物である場合と土地である場合とを分別しつつ、
以下に若干の検討を加えてみよう。
⑵　建物貸借の事案は、❶❾の裁判例である。❶は、判決文中で亡夫死
亡後における使用貸借の内容（返還時期、使用収益の目的を定めないもの）
が論じられていることから、借主死亡によっても当然に使用貸借が終了し
ないことを前提とする ─ したがって、民法599条を適用しない ─ ものと考
えられ、❾及びは、貸主が妹夫婦の住居確保のために貸したという目的
（❾）、貸主と借主家族（現占有者）の特別な人的関係（）、といった事情
を根拠に599条を適用しない。ただし、結論については、❶が597条３項に
基づき、❾が使用貸借期間の長期化や貸借以後の事情変化等を勘案して、
いずれも建物の返還請求を認容しているのに対し、のみは、占有者に使
用借権が相続されたことを明らかに示して明渡請求を棄却している。
⑶　上記３つの裁判例以外のものが土地を目的物とする事案であるが、墳
墓所有を目的とする❸を除き、ほかは全て建物所有目的である。土地貸借
の事案のうち❻❼❽は599条を適用して使用貸借の失効を認めるが25）、そ
れ以外の❷❸❹❺は、いずれも599条を適用しない（❷のみは同条に言
及しないが、判決文をみる限り適用しない趣旨と解される）。次に、同条不
適用の根拠については、当該使用貸借の目的（❷）、墳墓の永久性（❸）、
599条が任意規定であり、加えて建物所有目的の土地使用貸借では個人的考
慮を重視すべきでないこと（❹）、599条は任意規定・補充規定であり、加
えて建物使用収益の必要性ある限り土地の使用収益の必要も存続すること
（❺）、土地使用貸借では個人的要素以上に敷地上の建物所有目的が重視され
ること（）、当該使用貸借の目的に加えて被告である占有者を介し使用貸
借をするに至る特別な関係にあったこと（）、といった事情が挙げられて
いる。そうして、599条を適用しなかった土地使用貸借の事案では、❸❹❺
が占有者の占有権原を認めて貸主側からの明渡等請求を棄却しているのに
対し、残る❷は、何らかの理由を付して明渡等請求を認容している26）。
　かつて、実務家の間には、借主死亡の場合における使用貸借の帰趨とい
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う問題について、少なくとも（居住用）建物所有目的の土地貸借が問題と
なっているケースでは民法599条は適用されないのが一般であり、その結果、
特段の事情がない限り占有者の正権原が認定される、という大掴みな実務
感覚があったように思われる27）。しかし、個別の裁判例を詳密にみてみると、
上記のような単純な図式に収斂できない程度に、裁判所の判断にバラツキ
が認められる。裁判所は、畢竟、明渡しを認めるべき事案についてはこれ
を認め、現占有者の正権原を認めるのが相当と思料される事案では明渡請
求を棄却しているものと窺い知れる。しかして、その法的構成としては、
①明渡認容が相当な事案では、ⓐ599条適用、ⓑ599条は適用せずに597条２、
３項の該当性肯認、これに対して、② 明渡棄却が相当な事案については、
ⓐ599条不適用（不適用の理由付けは、使用目的を主たる根拠にするものと
当事者間の人的関係を主たる根拠とするものとに分かれる）、ⓑ599条に基
づきいったん終了させた上で、何らかの理由により正権原肯定、といった
多様な試みがされている28）。
　次に、占有者に使用借権の承継等を認める裁判例の中でも、「相続」によ
る承継を明示するものは❺とのみであり、決して多数派ではない。むし
ろ裁判例の中には、使用借権を承継したのか、それとも前借主の使用借権
とは別個の、独自の占有権原を肯認したのかが不分明なものが多く見受け
られる。使用借権の「相続」を明記する裁判例以外は、占有者が借主に主
張しうる占有権原の実質がいまひとつ明らかでないのが特徴といえよう。
⑷　最後に、貸主の死亡が使用貸借に与える影響の点をみてみると、各裁
判例のうち、貸主側に死亡等の交替事情が認められるのは、❶❸❹❺❼❽
の８事例であるが、そのなかで貸主側の明渡等請求を認容したものが
❶❼❽、599条を適用したものが❼❽といずれも３例ずつに止まっている。
また、結果的に599条の適用を認めた裁判例を通覧しても、使用貸借終了の
一要因として貸主側の死亡等の事情を考慮した（する）ことを窺わせる判
示をするものは見当たらない。少なくとも599条適用・不適用の判断の場面
では、貸主の死亡等の事情が表立って考慮されることはないもののようで
ある。
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Ⅳ　学説の検討
　１　学説状況の俯瞰
　前記のような裁判実務における運用の一方で、学説はどのように展開し
てきたのであろうか。当事者死亡と使用貸借の帰趨という問題は、些か間
口の狭い論点であり、実務的にも事例判断の集積という展開をみてきたこ
とから、注釈書29）や概説書30）の類を比較参照してみても、学説の対立を明
瞭に記しているものは稀少である31）。裁判例にみられる思考方法（それも
一通りでないことは既述のとおり）を支持し、あるいはこれを援用する論
者が多数派であり、これに対して独自の見解を展開する論者が数人見受け
られるという程度の状況である。したがって、明瞭な学説の対立とはいい
がたい面もあるが、分別が可能な範囲で以下に類型化を試みる。
　２　個別の学説
⑴　599条原則適用説（⑴説）
　599条の条文どおり、借主死亡の場合に使用貸借が終了することを原則と
し、建物所有目的の土地使用貸借の場合においても、599条の適用を排除す
べき特段の事情（排除する旨の特約がある場合や貸主による明渡請求が権
利濫用に該当する場合等）がない限り、この原則に従って処理する立場で
ある。❻❼❽の裁判例がこの立場に近い。
⑵　意思解釈─契約承継説（⑵説）
　❹❺等の裁判例とほぼ同様の立場に依拠する見解である。599条が任意
規定であることを強調した上で、例えば、「建物所有を目的とする土地の使
用貸借においては通常その目的に従った土地使用を終わるまで本条の適用
を排除する黙示の合意があると解すべき」などと説明する32）。建物所有目
的という事情にかんがみ、貸借関係成立時における当事者間の意思を合理
的に解釈し、そこに黙示の特約等を見出すものである。この見解に立つな
らば、占有者は、当初契約成立時と同内容の使用借権を権原とすることに
なるが、以上を前提として、ⓐ死亡した旧借主から現占有者への使用借権
の相続
0 0
承継があったと解する立場（⑵─ⓐ説）と、ⓑ相続法理に基づかず
に旧借主の使用借権を承継した、あるいは援用可能となったなどと解する
立場（⑵─ⓑ説）に分類することができよう。
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⑶　意思解釈─新規契約説（⑶説）
　借主の死亡により元来の使用貸借が終了すると否とにかかわらず、貸主
が亡借主の関係者らによる使用継続に異議等を述べなければ、その時点か
ら占有者に対する新たな使用貸借がされたと意思解釈する見解である33）。
❷❼❾の裁判例がこの考え方（あるいはこれに類する考え方）に依る。
⑷　使用貸借終了─賃貸借転化説（⑷説）
　借主死亡によって使用貸借が終了することまでは⑴説と同じであるが、
使用貸借終了によって占有者が占有権原を失うのではなく、当事者（借主
に限定しない）の世代が替わった場合には、無償の利用関係は有償の利用
関係に転化すると解する立場である34）。
⑸　対価免除喪失─賃貸借復活説（⑸説）
　不動産貸借の本来的有償性にかんがみ、元来の貸借関係も借地借家法の
適用を受ける賃貸借であったとの認識に立ち、ただし、当事者間の特殊関
係に基づいて対価支払義務が免除されていたところ、借主死亡によってこ
うした特殊関係が欠落し通常の賃貸借関係に戻ったと解する立場である35）。
⑹　近江幸治教授の見解（⑹説）
　判例の解釈方法（近江教授は、「黙示の特約説」と表現する）が基本的に
妥当であるとしつつ、ただし、借主死亡は明文の使用貸借終了事由である
ことから、無償性を貫く人的関係が存在しなくなったような場合には、貸
主側から有償契約（賃貸借）への転化の主張があれば、これを認めるべき
とする立場である36）。
　３　考察
　⑴説においても、599条の任意法規性が否定されているわけではなく、特
約に基づき同条の適用を排除した使用貸借を成立させることは許される。
立法期における富井や梅の見解においても599条の任意法規性（したがって、
同条が特約により排除される可能性）は意識されていたものの、動産等の
使用貸借はもとより、土地の使用貸借であっても借主が死亡すれば599条が
適用され、使用借権は消滅するのが原則との前提に立っていた37）。したがっ
て、⑴説は、富井や梅など立法期における論者の見解とそれほどの懸隔は
ない。概説書の類には、単に599条の条文を掲げて借主死亡によって使用貸
借が終了するとするもの38）、あるいは「使用貸借が貸主借主間に特殊な人
的関係のある場合を予定していることを示している」といった説明を付加
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するに止めるものが多く39）、これらは基本的に⑴説に立つもの（少なくと
も積極的に否定しないもの）と評価できる。
　⑴説の欠点は、借主死亡後の占有者（亡借主の家族等）の居住権保護に
十分でない点である。599条の適用を排除する特約の存在を明らかに認めう
るときは兎も角、これを認定できない場合は、現占有者の権原を否定し、
明渡しを肯認するのが原則となる。しかしながら、上記の特約を認定でき
ないときであっても、占有継続を認めないと現占有者に酷となることもあ
りうるはずであり、こうした場合にいかに対応するかが問題となる40）。
　次に、⑵説は、建物所有目的の土地使用貸借の場合、当事者の通常の意
思解釈として、建物の使用収益が終了（多くの場合、建物朽廃時というこ
とになろう）しない限り、借主死亡にもかかわらず使用貸借を継続させる、
すなわち599条の適用を排除する旨の意思推認を広く緩やかに行う。因みに、
⑴説は、この意思推認の働く場面を限定し、599条の適用を排除する当初合
意を､より明確に要求する。したがって、⑴説と⑵説の差違は、ある意味で
は程度問題ということもできるわけであるが、実務において⑵説的な運用
が優勢となり、しかも建物所有目的であれば直ちに599条の適用を排除する
かのようにも読める裁判例（❹❺）も見受けられるなか、⑴説と⑵説の
差違は軽視できないものになっていた。
　⑵説の問題点は、借主死亡の場合に使用借権は失効するという明文の規
定が存在する（しかも599条は不動産の使用貸借を除外する規定ぶりには
なっていない）にもかかわらず、不動産使用貸借の場合に特約による同条
の適用排除を相当広汎に認めている点である。立法過程においては、不動
0 0
産の
0 0
使用貸借についても599条が普通に適用されるものと考えられていたわ
けであるから、黙示特約等を積極的に認定し、広い範囲で同条の適用を回
避するという解釈のあり方は、立法者意思を超えた大胆な創造的解釈行為
と評価する余地がある。とりわけ、使用借権の相続性までを認める⑵─ⓐ
説は、599条の文理との乖離が大きいだけでなく、相続による承継を認めた
場合の派生問題も無視できないように思われる41）。
　⑶説は、一部の裁判例（特に❼）でも採用されている考え方である。同
説は、借主死亡の場合に、借主が使用貸借当初から（借主死亡の際には）
続けて使用させる意思を有していたと意思解釈できる場合であればそのと
おりに、そのような解釈が無理な事案であっても借主死亡の後に占有者の
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使用継続に異議を述べなければその時点で新規契約が設定された、と考え
るものである。後者の場合に599条を適用していったん使用貸借を終了させ
た上で新規契約の成立を認めるもので、⑵説とは法論理において異なるが、
価値原理においては連続性を有する見解ということができる。
　この見解の問題点は、借主死亡─占有者の使用継続からどの程度の期間
にわたり貸主が異議を述べず放置すれば、かかる新規契約の成立を認める
かという基準が不明瞭であり、裁判所の規範的解釈に委ねられる範囲が過
大と思われる点である42）。
　⑷説は、独創性に富む見解である。同説を唱える石田博士は、当初合意
での当事者意思が奈辺にあったかを探索すべき、とした上で、貸主が借主
に「子々孫々にいたるまでその土地を建物所有の目的で使用させようとの
意思をもっていたことだけは確実だ」43）とし、借主死亡の際、民法599条に
よる使用借権を消滅させることは背理と指摘する。その一方で、当事者意
思としては、世代が変わっても無償の利用関係が存続すべきと考えていた
わけではなかったはずであるから、「代が変われば無償の利用関係は有償の
それに転化する、とみるのが妥当な解釈のように思われる」ともいう。こ
こで留意すべきは、石田博士が、上記の論旨を、（借主死亡の場合よりも）
貸主死亡による代替わりのケースを念頭に置いて論じている点である。ゆ
えに、転化後の賃料額や賃料支払時期等をどのように確定するかという問
題につき、貸主の相続人が借主側に賃料支払を求めることを前提として旧
借地法12条（とりわけ同条２項）を類推適用すべき、との解釈論へと展開
する。しかしながら、論旨全体をみれば、借主死亡の場合においても、前
記同様に貸主側による賃料支払の要求を契機として旧借地法12条の類推適
用を認める趣旨であると窺い知れ、ゆえに、従前から、借主死亡の場合に
おいて使用貸借が賃貸借に転化すると考える見解として紹介されてきた。
　石田博士は、前記の解釈論について、「もっとも、借地法の規定を使用貸
借に類推するなどというのは、解釈論の枠をこえるところであり、右のご
とき提案は文字どおり提案にとどまり、現行法のシステムのもとでは実現
できないことがらに属する、との批判が加えられるであろう」とも記して
おられる。たしかに類推の程度が些かきついようにも思われるが、それ以
上に、この見解の真の問題点は、使用借権から賃借権に転化することに伴
う価値権の変動をどのように把握し規律するか、という難問に直面せざる
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をえない点に求められるべきである。
　⑸説は、⑷説を承け、その欠点を補う観点から立論されている。村田教
授は、⑷説の立場に概ね賛意を表した上で、同説では使用借人が死亡した
場合や期限の定めがある場合には借主の権利は直ちに消滅し、地上建物の
収去を余儀なくされるとし、果たしてそのような扱いが妥当であるか疑問
を呈する。そうして、「不動産の貸借関係は、対価的出捐を伴う契約関係を
基礎としているものであり、その意味ですべて借家法・借地法・あるいは
借地借家法の適用を受けうる関係であるとみられないだろうか」と問題提
起し、「ただ、その契約当事者が社会的に密接な関係にあるために、貸主が
借主の対価の支払い義務を免除ないし支払請求権を放棄している」「この免
除または放棄は、当事者の特別な関係を前提とし、かつ貸主の意思によっ
てなされているものであるから、そうした関係が消滅したり貸主において
免除・放棄の意思が無くなれば、対価の支払を請求して、通常の賃貸借契
約になる」と結論する。畢竟、不動産の使用貸借にも賃貸借同様の有償契
約性が潜在的に存在しており、対価支払義務免除の前提となる当事者間の
社会的密接関係が排除され、あるいは消滅した場合には、賃貸借そのもの
に復帰する、との趣旨であると解される44）。
　しかしながら、いかに不動産の経済的価値が一般に高いとはいえ、その
使用貸借が本来的に有償契約性を帯有するとまでいうのは、有償契約と無
償契約の区別、さらには使用貸借概念の独自性を損なうことが著しく、俄
に賛同することができない。また、⑸説に依った場合も、不動産使用貸借
が賃貸借に復帰することに伴って生ずる価値権変動をどのように評価・規
律するかという難問が残ることは、⑷説と同様である。
　⑹説（近江教授の見解）は、借主の死亡にもかかわらず、従前の特殊な
関係を継続する意思があるならば、それを尊重するのが当然であり、599条
を排除する黙示特約等を重視する判例の立場を基本に置きつつ、それでも
599条という明文規定があることや無償性に符合する人的関係に時間的変化
が生じうること等にかんがみ、貸主側からの有償契約への転化主張があれ
ばそれに従うべきであるとする。二段構えの構成を採るものであり、具体
的妥当性を志向する、柔軟で実用的な見解といえる。
　しかし、観点を変えてみれば、⑵から⑸までの各説につき指摘した問題
点の多くを、同時に抱え込む面があることは否定できない。
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Ⅴ　解釈論の試み
　１　無償契約としての使用貸借
⑴　わが民法における使用貸借は、無償・片務・要物の契約45）であると一
般にいわれる。このうち、要物性については一定の留保を付する必要があ
り、片務性については使用貸借をして不完全双務契約と捉える有力説が存
在する46）。したがって、両特性はいずれも議論の余地を残している。これ
に対して、使用貸借の無償性は、従前ほぼ異論なく認められてきた47）。無
償性は、使用借権と賃借権という、いずれも使用収益を内容とする権利を
分別するのに最も端的な基準とされ、それがゆえに、使用貸借の本質的要
素をなすものとして、無償性という特質については特段の疑義が呈されな
かったものと思われる。
　なるほど、使用貸借とは無償契約なのであるが、使用収益という権利行
使の側面では賃貸借と区別されない使用貸借がなにゆえ無償で成立しうる
のか、と問われれば、使用貸借は当事者間の情誼関係を基盤とするもので
あるから、と答えるのがまずは一般的な応答であろうか。当事者間にこの
情誼関係が継続しているうちは両者の間に紛争が生ずることはまずない。
なにしろ、使用借人は無償で使用収益ができ、一方、使用貸人は原則とし
てただ貸していればよいだけであり（無償性ゆえに担保責任も軽減されて
いる）、情誼を交わし合った当事者間に紛争の生じることは稀である。しか
しながら、使用貸借契約を成立させた当事者間の情誼関係が、その後の事
情変化に伴って壊れることは間々ありうる話であり、そうした場合に、情
誼関係という基盤を喪失した使用貸借は従前に比べて不安定な法律関係に
転じる（後述する、対象不動産の価額上昇は、それに拍車を掛けることで
あろう）。使用貸人は、民法上あるいは契約上定められた使用貸借の終了事
由をあげつらい、それに該当する事由が明らかに存在すれば、端的に目的
物の返還を使用借人に求めることになる。仮に、終了事由に該当するか疑
わしい事情しかなかったとしても、強引に返還を求める使用貸人も出てく
ることであろう。後者の場合には、使用借人側から終了事由非該当との主
張が出されて紛争となる。このように、無償契約としての使用貸借は、そ
の基盤というべき当事者間の情誼関係を欠くに至ったとき、突如として紛
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争性を帯びることになるが、このように基盤の脆弱化した使用貸借にどの
程度の法的拘束力を認めるかが問題となる。
　この点に関連して、（主に贈与契約についての叙述ではあるが）わが民法
は、無償契約についても有償契約と画然と区別せずに比較的強い拘束力を
認める立場に依っている旨の指摘が従来からされてきた48）。無償契約の典
型である贈与を素材として効力面での特徴を瞥見してみると、まず担保責
任の点については、有償契約には売買の担保責任の規定が準用される（559
条）のに対し、無償契約では、贈与において規定するように担保責任が著
しく軽減されており（551条１項、なお596条はこれを準用する）、この点で
は両者は明らかに区別されている。しかしながら、注意義務の点について
は、民法は、贈与者の注意義務軽減規定を設けず、特定物の引渡義務を負
う贈与者は善管注意義務（400条）を負うことに帰するから、有償契約と無
償契約の差違が明瞭に意識されているわけではない（なお無償受寄者に関
する659条参照）。次いで、契約の法的拘束力の点に目を転じてみると、フ
ランス、ドイツなど諸外国の法制が、贈与者の経済的困窮や受贈者側の重
大な忘恩行為等を理由とする贈与の撤回・返還請求を認めるなど、贈与の
法的拘束力を制約する規定を置いている49）のに対し、わが国の民法は、か
かる規定を設けず、結果として、無償契約である贈与の拘束力を格段に弱
めることをしない。全体として、わが国の民法は、無償契約である贈与に
ついて、他の有償契約との差別化の点で謙抑的であり、契約の法的拘束力
という点に限ってみてもその例外でない50）。しかして、その由縁・原因に
ついては、欧米諸大陸国家の贈与法が依拠する贈与観（「贈与は好意」）と
日本法のそれ（「義務義理ないし恩より生ずる義務」）との違いを指摘する
有力な見解がある51）。なるほど日本民法の立法期における国民の意識には、
上記有力説の指摘するとおりの側面があったものと推察され、法典調査会
における立法担当者の発言52）にもこれと同根の発想を見出すことができる。
しかしながら、義務義理に特段重きを置くものとも思われない現在の日本
において、なお古い発想に依拠し、贈与に比較的強い拘束力を認めるのが
正しい解釈論であるかは疑問としなければならない53）。条文そのものは取
り敢えずの所与としても、その条文あるいは意思表示の解釈において拘束
力を緩和する試みがされてしかるべきである。そして、以上に述べた内容
（日本民法では無償性にもかかわらず拘束力が比較的強く認められているこ
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と、しかしながら、現在ではそれが必ずしも相当と思われず、拘束力を緩
和すべきであること）は、基本的に、贈与のみならず使用貸借ほかの無償
契約一般に敷衍しうるものと解される。
⑵　そこで、使用貸借、なかんずく当事者死亡による使用貸借の終了の問
題に論を進めると、既に繰り返し述べたとおり、599条は使用貸借が借主の
死亡により失効する旨明文で定めている。使用貸借の終了事由につき、例
えば597条で期間及び目的による規制を設け（貸主は、期限か契約目的の定
めがあればこれに拘束され、随時解約が叶わない）、拘束力をややきつめに
認めているわが民法が、599条については端的に使用貸借の終了を認めてい
ることは銘記されてしかるべきである。立法担当者も借主死亡の事実にそ
れだけ大きな意味を見出していたのである54）。これに加えて、前記のとおり、
現代においては、使用貸借における法的拘束力をできるだけ緩和した解釈
を行うべきであることをも併せ考慮すると、余計に、599条に基づく使用貸
借の失効は原則として貫徹される必要がある。
⑶　ところで、使用貸借とは、その本籍を無償契約に置くことはそのとお
りとしても、これが個別の事情に依拠する優れて個性的な契約類型でもあ
ることから、使用貸借の形式を採りながらも実は有償性の度合いが濃厚な
場合がありうる。実務においては、当事者間に生じた紛争の解決過程で、
一方当事者の占有権原を使用借権と位置付けて無償の使用を許諾し、これ
を一つの取引材料として紛争の全体的解決を図ることがある。こうした場
合には、貸主側となった者は別の経済的利益を取得するのと引換えに使用
借権を相手方に付与している55）。以上は、使用貸借が有償的に設定される
場面の一つであり、このように、使用貸借がその実質において有償性を帯
有する場合（これを「隠れた有償契約としての使用貸借」と呼ぶ）に限っ
ては、その実質的な有償性を考慮し、599条適用の場面においても通常とは
異なる取扱いをするのが妥当である（例えば、借権の権利性・拘束力を強
く認めて相続による承継を認める等）。
⑷　以上を要するに、①使用貸借は、それが無償契約であることにかんが
み、契約終了事由に関する側面で法的拘束力をできる限り抑制する解釈が
試みられるべきであって、とりわけ599条という明文が存在する本論点にお
いては、まずは同条をスタートラインとする必要があり、②ただし、隠れ
た有償契約としての使用貸借にあっては、別に論ずる必要がある。
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　２　典型契約としての使用貸借（法解釈論のアプローチ）
⑴　次に、典型契約56）という観点から本論点を考えてみたい。
　使用貸借は、現行民法における典型契約の一つに数えられるものではあ
るが、それが当事者間の特殊な人的関係を基礎とし、法的契約関係と前法
律的な関係の過渡的領域に位置するもの57）であることから、売買・賃貸借
といった典型的な有償契約とは異質なものというべきである。使用貸借の
かかる特殊な性質からすれば、当事者相互が典型契約中の使用貸借をそれ
と意識して締約することはむしろ少数派というべきであろう。当事者が無
償の貸借を合意し合ったとしても、それが使用貸借という名の契約である
ことも知らずになされることが多く、当事者間で「使用貸借契約書」など
と殊更に記された契約書の類が調印されることも、他の契約類型に比べれ
ば格段に少ないはずである。先に、本論点を巡る裁判例の多くが、まずは
貸主・借主間で結ばれた合意が使用貸借に該当する旨の法性決定を行い、
その後に当事者の死亡がこの契約にいかなる影響を及ぼすかを論じる体裁
を採っている、などと述べたが、裁判例のこうした傾向も、上記のような
使用貸借の特殊な性質に依るところが大きいものと思料される。
⑵　ところで、現行民法の典型契約とは、各契約類型ごとに節（第２節贈
与から第14節和解まで）が設けられ、その冒頭に当該契約の要件に係る規
定が置かれ、引き続き、効果その他に関わる任意規定群が並ぶ。もとより
契約自由の原則が存在するから、当事者が特定の典型契約を選んで締結し
たとしても、当該契約に対応する個々の任意規定の適用を別段の合意で除
外することは自由である。とはいっても上記合意と任意規定・補充規範た
る各規定とはいわば車の両輪のような関係にあり、任意規定の存在意義は
なお小さいとはいえない。法律要件と法律効果の対応関係という観点から
すれば、上述の任意規定群は、契約成立の要件を満たす場合の法律効果の
モデルを示すものとして、一定の重要性を認めるべきものである。
　しかしながら、こと使用貸借を取り上げて考えてみるのに、同契約には
先に述べたような特殊な性質が認められるので、この特質によって法性決
定後の任意規定との対応関係に何らかの影響が生じないか、という点が問
題となる。
⑶　この問題を考える前提として、まずは（使用貸借に問題を限定するこ
となく）典型契約概念そのものの意義につき若干の検討を加えておく。
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　来栖博士は、「…特定の典型契約の概念に当て嵌めるならば、その典型契
約に関する規定はすべて適用され、他方他の典型契約に関する規定は適用
されないように思うかもしれないが、実際はそうではない」「先ず或る契約
が特定の典型契約に属すると判断されても、直ちにその典型契約に関する
規定がすべて適用されるわけではない」「次に、或る契約が特定の典型契約
に属すると判断されても、他の典型契約に関する規定が適用されることが
ある」「民法典の典型契約は必ずしも相互に截然と分かたれるものではない。
その区別は相対的で便宜的なものである」「延いては、或る契約が民法典所
定のどの典型契約の概念に包摂されるかということはその契約より生ずる
法律関係を処理する上にたいして意味がない。大切なのは或る契約が民法
典所定の典型契約のどれに該当するかをせんさくすることではなく、先ず
具体的に如何なる事実かということを確定することである。それから民法
典所定の典型契約の規定が如何なる事実に着眼して設けられたかを見極め
ねばならぬ。そして或る契約が特定の典型契約に属するとしてもその典型
契約の規定の前提とする事実が存しないならその規定を適用すべきでなく、
逆に他の典型契約の規定の前提とする事実に合するときはその規定を適用
すべきである」とする。以上の叙述の後に無名契約の意味探究と典型契約
への組入れの問題に関する言及（組入れに否定的な言及である）がされた
上で、「無名契約を強いて典型契約のどれかに入れようとすることが無理で
あり、無用であり、いな有害でさえあるばかりではない。実は、或る契約
が典型契約であるか無名契約であるかを論ずることさえたいして意味がな
いのである」と結論される58）。ここでは、典型契約の意義は無意味という
以上に、より否定的に捉えられている。
　また、星野教授は、次のようにいう。「…契約法学の重点を、民商法の規
定におくことは、少しずつ改められてよい。そもそも、わが国の法曹には、
すでに指摘されていたことではあるが、契約に関する民商法の規定の意味
の不十分な認識があったようである。現実に存在する契約を、どれかの典
型契約におしこめようとする、主として判例に見られる傾向である。契約
は、どれかの典型契約に全面的にはまりこむほど単純でないものが多い。
これにつきまず甲典型契約にあたるか乙典型契約にあたるかを判断し、甲
契約にあたるとされたなら、その規定を全面的にそのまま（類推）適用する、
というのは、実情の軽視であるばかりでなく、そもそも典型契約に関する
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規定の意味を誤解しているものである」59）。こうしたものの見方は、同教授
の「法律関係性質決定（カリフィカシオン　qualification）」60）、さらには法
解釈論そのものに関する考え方（いわゆる利益考量論）61）とも通底するもの
と思われ、結局のところ、星野教授も来栖博士とほぼ同様に、典型契約の
意義を著しく相対化（ないしは否定）する立場に依拠するものと解される。
　来栖博士及び星野教授による前記の各指摘は示唆に富むものであり、特
に星野教授のご指摘は、実務家に対する厳しい批判を含むものとして、元
来が実務法曹であるわたくしにとって耳の痛いものである。ただし、契約
の実情に日々接する実務家の立場から説明を加えておきたい部分もある。
日本の実務家の大勢は、典型契約の意義を否定することなく、特に各典型
契約に係る節の冒頭規定に示された要件と各節中に規定される規定群（そ
の多くは効果等に関わる任意規定である）の対応関係に一定程度の関心を
示す。実務法曹が日常的に口にする要件事実論は、まさにこうした物の見
方が顕現する場面である62）。そして、要件事実論が、民事紛争における錯
綜した事実関係の中から重要な事実を取捨選択し、攻撃防御方法を論理的
に整理し、以て紛争解決（審理）過程の漂流を阻止せんとする法技術であ
ることを考えれば、実務法曹が、まずは各典型契約の冒頭規定（要件事実
がそこに示されることが多い）に関心を抱き、要件・効果の対応関係を照
合し、審理過程における論理性・透明性の確保を試みるのは自然な流れと
いうべきである。典型契約のカタログは、そこに規定された内容が一応の
標準形となり、いわば対案検討の素材が先ず提供されている、という意味
で一定の存在意義を有している。もちろん、典型契約の意義が過度に重視
され、すべての契約を無理矢理に特定の典型契約に押し込めようとしたり、
特定の典型契約に当たると認められた契約につき、個別的・部分的な合意
を度外視して任意規定群を自動法理のごとくに適用する、といった試みが
否定されるべきは当然であり、かかる試みをしてまで典型契約の概念を貫
徹すべきと主張する実務家も現在では皆無といってよい。些か比喩的な表
現になるが、典型契約は、契約実務にあって、法的権利関係の形成及びそ
の事後的検証における安定化要因として機能している。
　加えて、星野教授が夙に主張される、利益考量論に基づく法解釈につい
ては、平井宜雄教授によって、主に法学教育的観点からの批判が加えられ
たことは周知の事実である63）。この点を巡る両教授の遣り取りにつき論評
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を加えることは本稿の目的でなく、わたくしの能力を超えることでもある
が、少なくとも次のことはいいうるであろう。すなわち、もとより概念法
学を志向するものではないが、法解釈には一定の概念を指し示して展開す
るのが有効な場面が存在し、そこで提示される概念は現行法の規定を（少
なくとも）一つの拠り所とすべきである64）、ということである。成文の民
法典を有するわが国にあっては、法解釈の実践に当たり、それが任意法規
であろうとも先ずは典型契約に包摂される規定群を拠り所とするのは当然
のことと考える。任意規定からはみ出る個別的、部分的な合意の存在と意
味とに敏感でありさえすれば、上述のような考え方に瑕瑾があるとは思わ
れない。
⑷　以上の次第で、典型契約において、「冒頭規定－任意規定群」の対応関
係を探り、そこに「要件－効果」的な意味付けを見出すべきものと考えるが、
仮にこうした思考が誤っていないとしても、冒頭規定とこれに続く任意規
定群の連関は、典型契約の類型によってその濃淡を異にするのではないか。
先に触れた、例えば使用貸借の特殊性が法性決定後の任意規定との対応関
係に影響を与えないか、という問題である。
　この問題に関する思考については、大雑把に三つの方向性があるように
思われる。第１は、典型契約に該当することになれば、使用貸借のような
無償契約と売買・賃貸借等の有償契約とを区別することなく、冒頭規定と
任意規定群の連関を比較的強く認め、あとは個別合意の中で特定の任意規
定の適用を排除する旨の含意がされていたかを厳密に認定判断していくと
いう方法である。第２は、使用貸借のごとき無償契約は、売買・賃貸借等
とは異なり、冒頭規定と任意規定群の連関が弱い特殊な類型と捉え、その
ぶん個別の任意規定を排除する合意の存在を広めに推認するという方法で
ある65）。第３は、そもそもの法性決定の段階で特別の無名契約と位置付け
た上で、当事者の意思を推測しつつ使用貸借規定のうち適切なもののみを
個別に類推適用するという方法である66）。
　第２の方法は、「要件－効果」の連関の程度が強い契約類型と弱い契約類
型を観念し、両者の峻別基準を有償契約－無償契約の分類に求める考え方
であるが、要件と効果の連関につき強弱の区別を設けるとしても、その区
別の基準を、契約の有償－無償（対価性・対償性ある反対給付の有無）に
求めることに論理的必然性はないはずである67）。
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　第３の方法は、典型契約としての使用貸借であることを前提とせず、そ
れ以前の法性決定そのものを問題とするアプローチである。たしかに、問
題となっている無償使用の契約が、扶養等の特殊な背景的事情を包蔵して
いたり、親族間の過去の事情が強く影響している場合など個性の著しく強
い事例（その多くは前述の隠れた有償契約としての使用貸借に該当するで
あろう）にあっては、当該事例を理念的な使用貸借と区別される無名契約
として位置付けることに合理性があり、こうしたケースを典型契約に無理
矢理押し込めようとする解釈態度が誤っていることは既述のとおりである。
かくして、使用貸借に係る任意規定群の適用をいったん白紙状態にした上
で、個別の事情に照らし、類推するのが適当な規定のみを選び（類推）適
用していく、というやり方は説得力に富む。そうして、このアプローチは、
使用貸借か無名契約かの法性決定の場面で無理のない選別がされる限りに
おいて、第１の方法と背反し合うことなく、両立可能である。
　わたくしは、問題となる無償使用契約が、隠れた有償契約としての使用
貸借に該当するものと判断された場合には、これを形式的な無償典型契約
の枠に閉じ込めることなく端的に無名契約として位置付け、当該契約に適
合する任意規定を（典型契約の類型に執着することなく）類推適用すべき
ものと考える。一方、当該契約が、上記のような特殊類型に該当せず、一
般の使用貸借と法性決定されるのであれば、使用貸借に係る任意規定が一
つの重要な拠り所となって解釈に供されるべきである。もちろん、後者の
場合であっても、個別の事情に照らし、任意規定と異なる特約（合意）の
存否が、事実認定上の重要問題として検証されなければならない。
　要するに、第３の方法論が妥当する領域を認めつつ、第１の方法論を以
て基調とすべし、と考える。
　３　利益状況の検討
　前記１、２の検討を一応の前提として、そこに示した解釈論（その帰結）
が、本論点の基底にある、生活関係上の利益状況に沿わないものになって
いないかをみておこう。
　まず指摘すべきは、無償使用の対象となる不動産（土地）の経済的価値
が著しく高まったことであろう。東京のいわゆる三多摩地域で法律事務所
を営んでいる筆者の実感することでもあるが、かつては廉価で流動性も低
かった郊外土地は、高度成長期、更にその後のバブル経済期に著しい価額
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の上昇をみて、不動産そのものの経済的意味合いが変化した。土地所有者
にとっては、所有地を有効に活用すべき要請が高まるとともに、固定資産
税・都市計画税の税負担が等閑視できないものになっていった。固定資産
税・都市計画税は、当該不動産から得られるであろう経済的収益のおおよ
そ３分の１を徴収する制度モデル68）になっており、不動産価額の高騰は、
上記税額の高額化を必然的に招来する。不動産所有者は、使用借権設定の
頃とは明らかに経済的価値を異にすることになった物件の無償使用を許し
（すなわち自らの収益を無にし）、一方で高額化した固定資産税等の支払と
いう負担を忍受しなければならない。貸主＝所有者の経済的不利益は、全
体として著しいものというべきであろう。
　それに対して、借主側は、都市化が進んだ地域に比較的広い土地を占有
し、土地上の老朽化した家屋に、借主の遺族（例えば高齢の未亡人）が一
人で居住している、といったことも稀な例ではない。遺族らの居住権に対
する配慮を要することはもちろんであるが、居住の場が「その土地」であ
ることに必然性は見出せない。
　もちろん、使用貸借に関わる利益状況が、上記に挙げた内容に全て収斂
できるとは考えないが、少なくとも民事訴訟として裁判にまで上がってく
る事例は、多かれ、少なかれ上記に述べたような利益状況を帯有している
ように思われる。使用貸借における法的拘束力を抑制的に捉え、599条の適
用領域を広げていこうとする私見の立場は、こうした利益状況に合致こそ
すれ、背馳するものではない。
　４　私見 － まとめにかえて
　以上の次第で、わたくしは、本論点につき、次の⑴から⑹までの各項に
基づき解釈すべきものと考える。
⑴　（第１項）借主死亡によって使用借権は終了する（599条）という原則
を重視すべきである。
　いかに599条が任意規定であっても、民法の明文に借主死亡による使用貸
借の終了が明記されている以上、同条の適用を排除する特約（明示又は黙
示の合意）の存在が明らかに認定されない限り、規定どおりに使用借権は
消滅し借主の家族ほか関係人に権利が承継されることはない。使用借権は
ほんらい一身専属の権利と解するべきであって、相続その他の理由に基づ
き第三者に承継されない（第三者が借主の権原を援用することもできない）。
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⑵　（第２項）隠れた有償契約としての使用貸借の場合は、第１項の例外と
して、他の有償契約に関する規定を類推適用するなどして、事案に応じ
た適切な解決を心掛けるべきである。
⑶　（第３項）第２項の例外的場合以外の一般の使用貸借にあっては、借主
死亡の前又は後に貸主から現占有者本人に対する個別的設権がされたと
認められるときに限って、現占有者の占有権原が肯定される。
　第１項の自然な帰結である。ここにいう個別的設権は、借主死亡後の現
占有者に対する（明示又は黙示の）承認行為をもとに認定される場合には
問題が少ない。既に現占有者の使用が前面に顕出している状況での設権行
為の有無は比較的容易に判断ができるからである。これに対して、当初使
用貸借の設定時（又はその後借主死亡までの間）における設権の有無が問
われる場合は微妙な問題となる。この時期においては、借主が健在であり、
関係者の使用は潜在的なものにすぎないから、当該関係者に対する独自の、
個別的設権を認めうる場合はそう多くはないものと思われる。私見として
は、後者の場合には、当該関係者（現占有者）自身に対する事前の設権を
明らかに認めうる場合（旧借主とその関係者が共同借主と評価できるよう
な場合等）に限って、関係者＝現占有者を保護すれば十分と考える。けだし、
借主死亡という借主側の事情によってそれまで潜在化していた関係者の権
原が一気に顕在化すると考えるのは貸主にとって酷な面があり、他方、亡
借主の関係者としても、自己の使用に対する貸主からの直接的な承認的行
為を経ずして、これを貸主側に強制するほどの期待利益を有しないものと
解されるからである。もっとも、亡借主の関係者（現占有者）に、その者
の使用を認めるべき緊要性が存する場合もあろう。なるほどやむを得ない
必要性がある場合には、第４項に述べるように、貸主側の事情も参酌しつ
つ、事案に見合った例外的な救済を施すことを要し、かつ、それをもって
足りる。そうした範囲を超えて、大本の解釈自体に手を加えるべきではない。
⑷　（第４項）現占有者（亡借主の関係者）の保護は、599条の適用排除と
いう解釈手法によってではなく、権利濫用法理など個別の救済方法によ
るべきである。
⑸　（第５項）第３、第４項によって現占有者に使用継続が認められる場合
には、現占有者の権原はまさに使用借権であり、賃料を支払う必要がな
く、期間等については597条の規定により規律される。
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⑹　（第６項）使用貸主の死亡は、借主死亡の事情が存在する場合に、使用
貸借終了を基礎付ける一事情として、いわば駄目押し的に考慮されるこ
とはあっても、当該事情自体が契約の終了を直接に導くものではない。
　本稿の冒頭部分において、本論点につき、「何が原則で、何が例外に当た
るのかを明らかに指し示す必要がある」と述べた。この問題提起に対して、
わたくしが考える「原則」を一言にまとめるとすれば、「民法599条への回帰」
と約言することができる。
　注
１）　法務大臣官房司法法制調査部監修『日本近代立法資料叢書４ 法典調査会民
法議事速記録四』（商事法務研究会、1984年）〈以下「民法速記録Ⅳ」と記す〉
301頁以下。
２）　契約締結後に長期間が経過したことに伴い、当事者（又はその関係者）間
の情誼関係に変化が生じたこと、特に不動産の使用貸借においては目的物の価
値（価格）が著しく上昇したことが主な原因であろう。
３）　例えば、岸上晴志「使用貸借関係の解消について」中京38巻３・４号（2004
年）369頁以下、後藤泰一「使用貸借の解約－使用貸主の「必要性」に関する
基礎的考察－」信州大学教養部紀要23号（1989年）１頁以下、同「使用貸借の
機能的・性質的類型と使用収益をなすに足るべき期間の経過－最高裁平成11年
２月25日判決を素材にして－」信州大学法学論集２号（2003年）65頁以下のほ
か、実務的観点からのものとして笹村將文「不動産使用貸借の終了事由につい
て」判タ906号（1996年）４頁以下、無償利用契約全体に関する浩瀚な研究と
して岡本詔治『無償利用契約の研究』（法律文化社、1989年）、同『不動産無償
利用権の理論と裁判』（信山社、2001年）がある。これらの文献の多くは民法
599条にも触れてはいるものの、その叙述は、例えば574条に関するそれに比べ
て簡素なものになっている。
４）　旧民法財産取得編196条の規定は、「借主ハ使用ノ物権ヲ取得セズ。単ニ貸
主及ビ其相続人ニ対シテ人権ヲ取得ス（１項）。借主ノ権利ハ其相続人ニ移転
セズ。但其相続人ガ当事者ノ意思ノ之ニ異ナルコトヲ証スルトキハ此限ニ在ラ
ズ。又其相続人ガ他ヨリ同種ノ物ノ使用ヲ得ル為メ裁判所ヨリ返還猶予ノ期限
ヲ受クルコトヲ妨ゲズ（２項）」（括弧内は筆者によるもの）とある。
５）　民法速記録Ⅳ301頁。
₄₉巻２号　（₂₀₁₅. １）　（　　）166
論　　説（　　）35
６）　民法速記録Ⅳ301頁。
７）　民法速記録Ⅳ301頁。
８）　法典調査会においても605条案として「前六条ノ規定ハ別段ノ定アル場合ニ
ハ之ヲ適用セズ」の提案がされ、異議なく原案が確定している（民法速記録Ⅳ
302頁）。
９）　民法速記録Ⅳ301頁。
10）　民法速記録Ⅳ301頁。
11）　民法速記録Ⅳ301頁。
12）　民法速記録Ⅳ302頁。
13）　民法速記録Ⅳ302頁。
14）　民法速記録Ⅳ302頁。
15）　民法速記録Ⅳ302頁。
16）　使用貸借が不動産を排除していないことにつき民法速記録Ⅳ290～301頁
（603条案=現行598条に関する議論）を参照、動産を理念型としていたことにつ
き梅謙次郎『民法要義 巻之三・債権編』（有斐閣、訂正増補第33版、1912年）
609～610頁、貸借期間を比較的短期のものと認識していた点につき民法速記録
Ⅳ294頁［富井発言］を各参照。
17）　起草者のこうした発想は、598条案が「使用貸借ノ名義ヲ以テ或物ヲ受取リ
タル者ハ無償ニテ之ヲ使用スル権利ヲ有ス」とされたこと自体に示されている
（民法速記録Ⅳ274～275頁［富井発言］）。なお、梅前掲注16）607～610頁と『富
井博士述 債權各論 完』（信山社、復刻叢書法律学篇39、1994年）248頁とを対
比してみると、梅が富井に比して貸主の義務（借主の権利）をより強く認めて
いたことが分かる。
18）　民法速記録Ⅳ302頁［梅発言］、梅前掲注16）610～613頁。
19）　梅前掲注16）623頁。
20）　富井前掲注17）248、250頁。
21）　木村健助・柳瀬兼助訳『佛蘭西民法Ⅳ 財産取得法⑶』（有斐閣、1955年）
238～239頁。
22）　今村研介訳『獨逸民法草案 第１巻（総則）第２巻（債務関係法）』（1888年、
第１草案）（信山社、日本立法資料全集別巻147、1999年）104頁。
23）　澤井要一訳『獨逸民法草案理由書 第２編中巻』（1888年、第１草案）（信山社、
日本立法資料全集別巻150、2000年）271頁。
24）　独逸民法第２草案545条柱書。
25）　ただし、のみは、現占有者に使用借権の時効取得を認めて、結論として
貸主側の明渡等請求を棄却している。
26）　例えば、❷は孫娘らの学校卒業により使用貸借が目的を達したこと、は
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当該土地が貸主の老後の生活設計に重要であることや1000万円の明渡し代償金
が提示されていることに基づき、それぞれ使用貸借が終了したと認め、貸主側
からの明渡等請求を認容している。
27）　こうした実務感覚の背景には、現占有者の居住権を重要視する発想が伏在
していたものと思われる。
28）　まずは明渡しの当否という結論（価値判断）が出され、しかる後にその法
構成が試みられる、という思考方法といえようか。
29）　幾代通・広中俊雄編『新版注釈民法⒂』[山中康雄]（有斐閣、1989年）126
～127頁も後記⑵説に類する裁判例（前記❹❺）の考え方を、肯定的な文脈で
示す程度である。
30）　我妻栄『債権各論 中巻１』（岩波書店、1957年）383頁、松坂佐一『民法提
要 債権各論』（有斐閣、第５版､1993年）132頁、星野英一『民法概論Ⅳ（第２
分冊 契約各論）』（良書普及会、1976年）181頁、内田貴『民法Ⅱ 債権各論』（東
京大学出版会、第３版､2011年）174頁ほか。これらの多くは論点の指摘もしない。
31）　稀な例として、近江幸治『民法講義Ⅴ 契約法』（成文堂、第３版、2006年）
181～184頁参照。
32）　広中俊雄『債権各論講義』（有斐閣、第６版、1994年）127頁参照。土地の
使用目的の観点から599条適用排除の黙示特約を基礎付ける見解といえるが、
これに対して、例えば、「借主のみならずその家族のために貸していた場合に
（中略）契約当事者たる使用借主が死亡しても使用貸借契約は終了しないと考
えられる」（平野裕之『民法総合５契約法』（信山社、第３版、2007年）448頁）
などとして当事者の人的関係を重視する見解も存在する。
33）　谷口知平・加藤一郎編『新版・民法演習４債権各論』［加藤一郎］（有斐閣、
1980年）55頁。加藤教授は、続けて、「しかし、建物所有のための土地の使用
貸借では、建物の存続するかぎり、あるいは少なくとも相当の長い期間、敷地
を使用させるという内容の契約があったと見ることも可能であり、ことに親子
など近親者の間ではそう解するのが妥当なことが多い」とも指摘する（同56頁）。
34）　石田喜久夫『現代の契約法』（成文堂、増補版、2001年）109頁以下。
35）　村田博史「不動産使用貸借論序説」高島平藏教授古稀記念『民法学の新た
な展開』（成文堂、1993年）598頁。
36）　近江幸治「建物の使用借主の死亡と使用借権の相続」リマークス27号（2003
年）30頁以下［33頁］、近江前掲注31）183～184頁。
37）　梅前掲注16）623頁は、借主死亡により使用貸借が終了することの根拠を二
つの観点（第１に使用貸借の無償性、第２に594条２項との整合性）から説明
しているが、不動産に関する使用貸借はこの説明から何ら除外されていない。
38）　例えば、我妻前掲注30）383頁、内田前掲注30）174頁。
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39）　松坂前掲注30）132頁ほか。特に星野前掲注30）383頁は、「…借主の地位は
相続されないということであり（民法896条但書参照）」「使用貸借が貸主借主
間に特殊な人的関係のある場合を予定していることを示している」とする。
40）　潮見教授は、「また、個々の事案で借主側の居住利益・生存利益を考慮した
とき、貸主からの借主死亡による使用貸借終了に基づく目的物返還請求が権利
濫用（民法１条３項）とされる場合があります」と指摘する（潮見佳男『基本
講義債権各論Ⅰ』（新世社、第２版、2009年）126頁。なお、加藤前掲注33）55
頁も参照のこと。
41）　死亡した借主に複数の法定相続人がいる場合に、当該不動産を占有せず、
使用収益もしない共同相続人の権利を貸主との関係でどのように捉えるか。ま
た、そうした相続人と現に当該不動産を占有使用している相続人との間の法律
関係をいかに把握するかという派生問題を生じよう。基本的に、当該不動産を
占有使用しない相続人の権利を認める必要はなく、認めるべきでもないと解さ
れるが、こうした帰結は、使用借権の相続性を認める立場からは、別途説明を
要することになろう。
42）　笹村前掲注３）22頁参照。
43）　確実とまではいえないであろう。子々孫々に至るまでの使用関係に考えを
及ぼすことなく貸借することも十分にありうるからである。
44）　論者は、賃貸借への転化によって、貸主に賃料の取得という経済的メリッ
トが生ずると考えるのであろう。しかし、賃貸借への転化に伴い、従前は土地
全体からすれば使用借権という些少な価値権（全体のせいぜい２～３割）しか
握持していなかった借主側が、例えば借地権という重要な権利・利益（土地価
値権全体の６～７割）を得る結果となる。これによって貸主に生ずる価値権喪
失は、賃料取得というメリットを以ては補い切れないものである。
45）　ただし、契約自由の原則に基づき、諾成的使用貸借や使用貸借の予約が成
立する余地があることにつき、山中前掲注29）82頁参照。
46）　山中前掲注29）83頁は、「…使用貸借は返還請求権の反対債権として使用収
益権があるのだから双務契約だが、しかし双務契約の法理（553 ないし536等）
の適用を認めるべくもないので、不完全双務契約だとする説がある」とした上
で、双務契約と片務契約の区別自体が重要でなく、「使用貸借や無償の消費貸
借を不完全双務契約とするのは全く無意味」であるとする。
47）　梅前掲注16）626～627頁、富井前掲注17）247～248頁、我妻前掲注30）375
頁等。
48）　来栖三郎『契約法』（有斐閣、1974年）230頁、於保不二雄「無償契約の特質」
（『契約法大系Ⅰ』有斐閣、1962年）78～84頁、加藤前掲注33）56～57頁。
49）　フランス民法953、955条（忘恩に基づく贈与の取消し）、ドイツ民法519条
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（いわゆる困窮の抗弁）、530条（重大な忘恩に基づく贈与撤回）。
50）　於保前掲注48）86頁。
51）　来栖前掲注48）247頁。
52）　法務大臣官房司法法制調査部監修『日本近代立法資料叢書３ 法典調査会民
法議事速記録三』（商事法務研究会、1984年）844頁。
53）　加藤教授は、前掲注33）57頁において、「解釈論として、無償契約の実質に
応じた取扱いをする方向に向かっているし、無償契約全体に通じる理論と解釈
が求められているということができよう」と指摘する。
54）　民法速記録Ⅳ301頁［富井発言］、同302頁［梅発言］、広中俊雄編『民法修
正案（前三編）の理由書』（有斐閣、1987年）573～574頁。
55）　例えば、遺産分割調停等において、諸々の遺産を当事者に割り付ける過程で、
遺産の一つである土地建物の所有権を一方当事者に取得させつつ、他方当事者
に当該不動産の（期限の定めなき）無償使用を許す、といった解決をすること
がある。これは使用借権の設定を意味するが、この借権の設定は、全体として
の遺産分割調停の一環として、貸主側が受ける経済的利益の一部と引換えに成
立するものである。
56）　典型契約と法性決定の関係についての包括的な著作として、大村敦志『典
型契約と性質決定』（有斐閣、1997年）。
57）　贈与を例にこれをいうものとして、於保前掲注48）77頁。
58）　来栖前掲注48）738～742頁。
59）　星野英一「現代における契約」同『民法論集 第３巻』（有斐閣、1972年）71
～72頁。
60）　星野教授は、「法律関係性質決定（カリフィカシオン　qualification）」につき、
次のとおりにいう。すなわち、「…問題は、当該紛争の解決にあるのだから、
まず、問題となっているいくつかの規定を適用することによってどのような法
律効果が発生するかを明らかにし、そのどれをとるべきかの価値判断を行なう。
そして、とるべき価値判断を実現しうる規定が、当該社会関係を規制の対象と
しているようなものであればこれを適用することとなる。そこから逆に、賃貸
借の規定をすべて適用するのが妥当な社会関係が賃貸借、使用貸借の規定をす
べて適用するのが妥当な社会関係が使用貸借、地上権の規定をすべて適用する
のが妥当な社会関係が地上権、ということになり、場合によっては、両者の規
定を併合して適用してよい社会関係、換言すれば混合契約が認められることも
ある」（星野「民法解釈論序説」同『民法論集 第１巻』（有斐閣、1972年）18～
20頁）。
61）　星野教授の利益考量論については、星野「民法の解釈の方法について」同
『民法論集 第４巻』（有斐閣、1978年）63頁以下、ほか参照。
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62）　要件事実論と典型契約の関係につき、大村前掲注56）39～42頁参照。
63）　平井教授が、主に法学教育的観点から利益考量論に批判を加えた論攷とし
て、平井「戦後法解釈論の批判的考察－法律学基礎論覚書３」同『法律学基礎
論の研究 平井宜雄著作集Ⅰ』（有斐閣、2010年）93頁以下。
64）　当該法規（当該規定）及びこれと関連する諸法規（諸規定）の規定ぶりを
全体的に観照し、当該規定に示された用語の解釈を、できるかぎり自然に、素
直に導き出すべきである。その過程に一定の価値原理（それが解釈者の主観で
あれ、自然法的なものであれ）が介在し影響を与えることはありえても、価値
原理そのものが解釈を規定するわけではない。
65）　このアプローチは、当該典型契約に係る任意規定の適用を（解釈によって）
排除するという形で顕現することもあれば、他の契約類型の任意規定を広汎に
類推適用するという形で現れることもある。後者のパターンの一例として、贈
与につき解釈による撤回事由の導入を唱える見解を挙げることができよう。
66）　加藤前掲注33）48～49頁。
67）　わたくしは、「使用貸借は、それが無償契約であることにかんがみ、契約終
了事由に関する側面で法的拘束力をできるかぎり抑制する解釈が試みられるべ
き」（本稿25頁）と指摘したが、一方で、典型契約における「要件－効果」の
連関の程度については、契約の無償性が影響を与えるべきものではない、とし
ている。「契約の法的拘束力」と「冒頭規定－任意規定群の連関」とは別個の
問題であるから、ふたつの叙述の間に矛盾抵触はないものと考える。
68）　市川太志「借地非訟事件の処理について」判タ967号（1998年）38頁は、「…
固定資産税の標準税率は、固定資産税評価額の1.4パーセント、都市計画税のそ
れは、同じく0.3パーセントで、その税率の合計は1.7パーセントとなっているが、
この税率は、土地からあがる収益が固定資産税評価額のおおよそ５パーセント
程度であると想定し（そのため収益還元価格を算定する場合には、利率を約５
パーセントとして、算定する）、その約５パーセントの収益のうち、約３分の
１の1.7パーセントを税金として徴収するという、おおきな枠組みを前提として
いる」とする。
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裁判例 対象（目的） 結論
使用
借権 599条適用 同条不適用の根拠 借権の相続 判示内容
❶最2小判
昭和32年
8月30日
建物 明渡請求認容 否定
不適用
（但し
言及なし）
不明 不明
　占有権原を使用借権と位置付けてこの使用貸借が明渡しの申入れにより終了した、とする原判決につき、
上告人の亡夫死亡後における使用貸借は返還時期・使用収益目的を定めないもので、何時でも返還請求で
きる、として明渡請求認容
❷東京地判
昭和39
5月25日
土地
（建物所有
目的）
明渡等請
求認容 否定
不適用
（但し言及
なし）
不明 不明 　本件の土地使用関係を孫娘の通学用宿舎建設目的の使用貸借と位置付け、この使用貸借は、借主たる亡父の死亡ではなく、その孫娘らの学校卒業とともに終了した、として明渡等請求認容
❸仙台高判
昭和39年
11月16日
土地
（墓地
目的）
明渡請求
棄却 肯定 不適用 墳墓の永久性
祭祀主宰者
が承継
　墓所目的の使用貸借では、墳墓の永久性から特段の事情がないかぎり599条が適用排除されて祭祀主宰
者が使用権を承継し、墳墓が存置されているかぎり使用貸借は終了しないのが原則である、などとして明
渡請求棄却
❹大阪高判
昭和55年
1月30日
土地
（建物所有
目的）
明渡等
請求棄却 肯定 不適用
①599条は任意規定、②建物所有目
的の土地使用貸借では個人的考慮
を重視すべきでないこと
不明
　建物所有目的の宅地使用貸借の終期は、建物の目的にしたがい使用を終わった時であるとし、建物の使
用が終わらない間に借主が死亡しても特段の事情がないかぎり使用貸借は終了しない、などとして明渡等
請求棄却
❺東京地判
昭和56年
3月12日
土地
（建物所有
目的）
明渡等
請求棄却 肯定 不適用
①599条は任意規定・補充規定、②
建物の使用収益の必要があるかぎ
り土地の使用収益の必要性が存続
肯定
相続明記
　建物所有目的の土地使用貸借においては、土地の使用収益の必要は地上建物が必要であるかぎり存続し、
通常の意思解釈としても、借主死亡により当然に必要性が失われて契約目的を達し終了するものではない
から、任意規定・補充規定である599条は適用されない、などとして明渡等請求棄却
❻神戸地判
昭和60年
7月31日
土地
（建物所有
目的）
明渡等
請求認容 否定 適用 否定
　墓参者休憩所兼墓地番人居住用の建物を所有する目的の土地使用関係につき、このように用途が限定さ
れていたことのほか使用者側から支払われた金員が廉価であること等の事情から、これを使用貸借と位置
付けた上で、この使用貸借は建物前主の死亡に基づき599条により失効した、として明渡等請求認容
❼東京高判
昭和61年
7月30日
土地
（建物所有
目的）
明渡等
請求認容 否定 適用 否定
　建物所有目的の場合も599条を排除しない（相続人にも貸与する旨の明示約定があれば別だが、本件で
は認められない）から、本件使用貸借は使用借人の死亡により一旦終了するとした上で、相続人に対する
黙示の使用貸借成立を肯定。ただし、使用期間の長期化や現在の使用状況等にかんがみこの使用貸借も終
了した、として明渡等請求認容
❽東京地判
昭和62年
8月28日
土地
（建物所有
目的）
明渡等
請求認容 否定 適用 否定
　建物所有目的の本件使用貸借については、特段の事情がないかぎり599条により失効したものである、
とした上で、現占有者との間に使用貸借の継続を基礎付けるに足る信頼関係の成立を認めることができな
い、として明渡等請求認容
❾東京地判
平成元年
6月26日
建物 明渡請求認容 否定 不適用
貸主が妹夫婦の住居確保のために貸
したものであるという事情等 不明
　貸主が妹夫婦の住居確保のため、妹の夫に貸したものであるといった事情があるときは、599条の規定
にかかわらず借主の死亡によって使用貸借は直ちに終了しない、とした上で、使用貸借開始からの経過期
間や貸主側並びに現占有者（妹及びその長男）側の各事情を勘案して使用貸借の終了を認め、明渡請求認
容
東京地判
平成5年
9月14日
土地
（建物所有
目的）
明渡等
請求棄却 肯定 不適用
土地所有目的の使用貸借では、当事
者間の個人的要素以上に敷地上の建
物所有目的が重視されるべきこと
不明
　土地所有目的の使用貸借では、当事者間の個人的要素以上に敷地上の建物所有目的が重視されるべきで
あり、特段の事情がないかぎり、建物所有の用途にしたがい使用を終えたときに、その返還時期が到来す
るものと解するのが相当であり、借主死亡により土地使用貸借が当然に終了するものではない、などとし
て明渡等請求棄却
東京地判
平成7年
10月27日
土地
（建物所有
目的）
明渡等
請求認容 否定 不適用
①借主とその家族の居住確保のため
の使用貸借であったこと、②死亡
した借主は現占有者（貸主の妹）
の夫であるがゆえに無償使用が可
能になっていたという事情
不明
　本件使用貸借が、借主とその家族の居住確保のためのものであったこと、死亡した借主は現占有者（被
告）の夫であるがゆえに無償使用が可能になっていたこと等の事情から599条の適用を否定した上で、本
件土地が貸主（原告）の老後の生活設計において重要な要素になっていること，1000万円の代償金の提示
をしていること等の事情に照らし使用貸借は既に終了している、として明渡等請求認容
東京高判
平成13年
4月18日
建物 明渡請求棄却 肯定 不適用 貸主と借主家族の特別な人的関係
肯定
相続明記
　貸主と借主との間に実親子同然の関係があり、貸主が借主の家族と長年同居してきたような場合、貸主
と借主家族との間には貸主と借主本人との間と同様の特別な人的関係があるというべきであり、599条は
適用されず、そうすると、現占有者である借主の家族は使用貸借における借主としての地位を相続により
承継した、などとして明渡請求棄却
東京高判
平成25年
9月27日
土地
（建物所有
目的）
明渡等
請求棄却 肯定 適用 否定
　兄が弟に土地の無償使用を許したことにつき、使用貸借が成立したものと認定し、この使用貸借は借主
である弟の死亡に基づき599条により失効した、とした上で、このような法律の規定を知らない現占有者
が先代の使用借権を相続により承継したと考えて土地の占有を開始し、貸主側も明渡し及び使用収益対価
の請求をしていなかったという事情のもとでは、現占有者に使用借権の時効取得（10年）が認められる、
として明渡等請求棄却
₄₉巻２号　（₂₀₁₅. １）　（　　）160
論　　説（　　）41
裁判例 対象（目的） 結論
使用
借権 599条適用 同条不適用の根拠 借権の相続 判示内容
❶最2小判
昭和32年
8月30日
建物 明渡請求認容 否定
不適用
（但し
言及なし）
不明 不明
　占有権原を使用借権と位置付けてこの使用貸借が明渡しの申入れにより終了した、とする原判決につき、
上告人の亡夫死亡後における使用貸借は返還時期・使用収益目的を定めないもので、何時でも返還請求で
きる、として明渡請求認容
❷東京地判
昭和39
5月25日
土地
（建物所有
目的）
明渡等請
求認容 否定
不適用
（但し言及
なし）
不明 不明 　本件の土地使用関係を孫娘の通学用宿舎建設目的の使用貸借と位置付け、この使用貸借は、借主たる亡父の死亡ではなく、その孫娘らの学校卒業とともに終了した、として明渡等請求認容
❸仙台高判
昭和39年
11月16日
土地
（墓地
目的）
明渡請求
棄却 肯定 不適用 墳墓の永久性
祭祀主宰者
が承継
　墓所目的の使用貸借では、墳墓の永久性から特段の事情がないかぎり599条が適用排除されて祭祀主宰
者が使用権を承継し、墳墓が存置されているかぎり使用貸借は終了しないのが原則である、などとして明
渡請求棄却
❹大阪高判
昭和55年
1月30日
土地
（建物所有
目的）
明渡等
請求棄却 肯定 不適用
①599条は任意規定、②建物所有目
的の土地使用貸借では個人的考慮
を重視すべきでないこと
不明
　建物所有目的の宅地使用貸借の終期は、建物の目的にしたがい使用を終わった時であるとし、建物の使
用が終わらない間に借主が死亡しても特段の事情がないかぎり使用貸借は終了しない、などとして明渡等
請求棄却
❺東京地判
昭和56年
3月12日
土地
（建物所有
目的）
明渡等
請求棄却 肯定 不適用
①599条は任意規定・補充規定、②
建物の使用収益の必要があるかぎ
り土地の使用収益の必要性が存続
肯定
相続明記
　建物所有目的の土地使用貸借においては、土地の使用収益の必要は地上建物が必要であるかぎり存続し、
通常の意思解釈としても、借主死亡により当然に必要性が失われて契約目的を達し終了するものではない
から、任意規定・補充規定である599条は適用されない、などとして明渡等請求棄却
❻神戸地判
昭和60年
7月31日
土地
（建物所有
目的）
明渡等
請求認容 否定 適用 否定
　墓参者休憩所兼墓地番人居住用の建物を所有する目的の土地使用関係につき、このように用途が限定さ
れていたことのほか使用者側から支払われた金員が廉価であること等の事情から、これを使用貸借と位置
付けた上で、この使用貸借は建物前主の死亡に基づき599条により失効した、として明渡等請求認容
❼東京高判
昭和61年
7月30日
土地
（建物所有
目的）
明渡等
請求認容 否定 適用 否定
　建物所有目的の場合も599条を排除しない（相続人にも貸与する旨の明示約定があれば別だが、本件で
は認められない）から、本件使用貸借は使用借人の死亡により一旦終了するとした上で、相続人に対する
黙示の使用貸借成立を肯定。ただし、使用期間の長期化や現在の使用状況等にかんがみこの使用貸借も終
了した、として明渡等請求認容
❽東京地判
昭和62年
8月28日
土地
（建物所有
目的）
明渡等
請求認容 否定 適用 否定
　建物所有目的の本件使用貸借については、特段の事情がないかぎり599条により失効したものである、
とした上で、現占有者との間に使用貸借の継続を基礎付けるに足る信頼関係の成立を認めることができな
い、として明渡等請求認容
❾東京地判
平成元年
6月26日
建物 明渡請求認容 否定 不適用
貸主が妹夫婦の住居確保のために貸
したものであるという事情等 不明
　貸主が妹夫婦の住居確保のため、妹の夫に貸したものであるといった事情があるときは、599条の規定
にかかわらず借主の死亡によって使用貸借は直ちに終了しない、とした上で、使用貸借開始からの経過期
間や貸主側並びに現占有者（妹及びその長男）側の各事情を勘案して使用貸借の終了を認め、明渡請求認
容
東京地判
平成5年
9月14日
土地
（建物所有
目的）
明渡等
請求棄却 肯定 不適用
土地所有目的の使用貸借では、当事
者間の個人的要素以上に敷地上の建
物所有目的が重視されるべきこと
不明
　土地所有目的の使用貸借では、当事者間の個人的要素以上に敷地上の建物所有目的が重視されるべきで
あり、特段の事情がないかぎり、建物所有の用途にしたがい使用を終えたときに、その返還時期が到来す
るものと解するのが相当であり、借主死亡により土地使用貸借が当然に終了するものではない、などとし
て明渡等請求棄却
東京地判
平成7年
10月27日
土地
（建物所有
目的）
明渡等
請求認容 否定 不適用
①借主とその家族の居住確保のため
の使用貸借であったこと、②死亡
した借主は現占有者（貸主の妹）
の夫であるがゆえに無償使用が可
能になっていたという事情
不明
　本件使用貸借が、借主とその家族の居住確保のためのものであったこと、死亡した借主は現占有者（被
告）の夫であるがゆえに無償使用が可能になっていたこと等の事情から599条の適用を否定した上で、本
件土地が貸主（原告）の老後の生活設計において重要な要素になっていること，1000万円の代償金の提示
をしていること等の事情に照らし使用貸借は既に終了している、として明渡等請求認容
東京高判
平成13年
4月18日
建物 明渡請求棄却 肯定 不適用 貸主と借主家族の特別な人的関係
肯定
相続明記
　貸主と借主との間に実親子同然の関係があり、貸主が借主の家族と長年同居してきたような場合、貸主
と借主家族との間には貸主と借主本人との間と同様の特別な人的関係があるというべきであり、599条は
適用されず、そうすると、現占有者である借主の家族は使用貸借における借主としての地位を相続により
承継した、などとして明渡請求棄却
東京高判
平成25年
9月27日
土地
（建物所有
目的）
明渡等
請求棄却 肯定 適用 否定
　兄が弟に土地の無償使用を許したことにつき、使用貸借が成立したものと認定し、この使用貸借は借主
である弟の死亡に基づき599条により失効した、とした上で、このような法律の規定を知らない現占有者
が先代の使用借権を相続により承継したと考えて土地の占有を開始し、貸主側も明渡し及び使用収益対価
の請求をしていなかったという事情のもとでは、現占有者に使用借権の時効取得（10年）が認められる、
として明渡等請求棄却
